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新たな担い手の創出

先行研究では1、経営者年齢が若い企業ほど新たな取組に果敢に挑戦する企業が多い
様子も示されており、事業承継によって経営者の世代交代を円滑に進めることや、起
業による新規参入を促進することは、変革や成長の機会となり得る。また近年中小企
業でも広がりを見せている M ＆ A についても、買い手企業と売り手企業双方にとって
成長につながる機会と指摘されている。そのため M ＆ A を事業承継の選択肢としてだ
けでなく、企業規模拡大や事業多角化といった企業を成長させる手段として活用する
ことも重要だといえる。

そこで本章では、まず第１節で事業承継及び M ＆ A に着目し、事業承継前後におけ
る後継者の取組や M ＆ A で期待した成果を出すための取組について分析する。続く第
２節では、我が国の起業の実態や、企業が成長していくために重要となる創業前後に
おける経営者の取組について確認していく。

第1節　事業承継・M ＆ A

１．事業承継の動向
本項では、休廃業・解散と経営者の高齢化の状
況を概観した後、事業承継の現状について分析す
る。

①休廃業・解散

はじめに、休廃業・解散企業の現状について確
認していく。（株）東京商工リサーチの「休廃

業・解散企業」動向調査によると、2022年の休
廃業・解散件数は49,625件で、前年比11.8％増
となった。また、（株）帝国データバンクの全国
企業「休廃業・解散」動向調査によると、2022
年の休廃業・解散件数は53,426件で、前年比
2.3％減となった（第1-1-18図（再掲））。

 1 2021年版中小企業白書　第２部第３章第１節第１項
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第1-1-18図 休廃業・解散件数の推移（再掲）

資料︓（株）東京商⼯リサーチ「2022年『休廃業・解散企業』動向調査」
（注）1.休廃業とは、特段の⼿続きを取らず、資産が負債を上回る資産超過状態で事業を停⽌すること。
2.解散とは、事業を停⽌し、企業の法⼈格を消滅させるために必要な清算⼿続きに⼊った状態になること。基本
的には、資産超過状態だが、解散後に債務超過状態であることが判明し、倒産として再集計されることもある。
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資料︓（株）帝国データバンク「全国企業『休廃業・解散』動向調査（2022年）」
（注）休廃業・解散とは、倒産（法的整理）によるものを除き、特段の⼿続きを取らずに企業活動が停⽌した
状態の確認（休廃業）、もしくは商業登記等で解散（但し「みなし解散」を除く）を確認した企業の総称。
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次に、休廃業・解散企業の業績について確認す
る。第2-2-1図は、休廃業・解散企業の損益別構
成比について見たものである。これを見ると、
2014年以降一貫して過半数の休廃業・解散企業

が黒字であったことが分かる。一方で、2022年
は54.9％となり、2021年に引き続き６割を下回
る結果となっている。

第2-2-1図 休廃業・解散企業の損益別構成比

資料︓（株）東京商⼯リサーチ「2022年『休廃業・解散企業』動向調査」
（注）損益は休廃業・解散する直前期の決算の当期純利益に基づいている。なお、ここでいう直前期の決算は
休廃業・解散から最⼤2年の業績データを遡り、最新のものを採⽤している。
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②経営者の高齢化

ここでは、経営者の高齢化の状況について分析
する。第2-2-2図は、年代別に見た中小企業の経
営者年齢の分布である。これを見ると、2000年
に経営者年齢のピーク（最も多い層）が「50～
54歳」であったのに対して、2015年には経営者
年齢のピークは「65～69歳」となっており、経
営者年齢の高齢化が進んできたことが分かる。一
方で、2020年を見ると、経営者年齢の多い層が

「60～64歳」、「65～69歳」、「70～74歳」に分
散しており、2022年も同様の傾向を示している。
これまでピークを形成していた団塊世代の経営者
が事業承継や廃業などにより経営者を引退してい
ることが示唆される。一方で、75歳以上の経営
者の割合は2022年も高まっていることから、経
営者年齢の上昇に伴い事業承継を実施した企業と
実施していない企業に二極化している様子が見て
取れる。

第2-2-2図 年代別に見た、中小企業の経営者年齢の分布

資料︓（株）帝国データバンク「企業概要ファイル」再編加⼯
(注)「2022年」については、2022年11⽉時点のデータを集計している。
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③後継者の確保

ここからは、（株）帝国データバンクの「全国
企業『後継者不在率』動向調査（2022年）」を
基に、後継者の有無について確認する。
第2-2-3図は、後継者不在率の推移を見たもの

である。後継者不在率は2017年の66.5％をピー
クに近年は減少傾向にあり、足下の2022年は
57.2％と、調査を開始した2011年以降、初めて
60％を下回っている。

第2-2-3図 後継者不在率の推移

資料︓（株）帝国データバンク「全国企業『後継者不在率』動向調査（2022 年）」
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第2-2-4図は、2019年から2022年における
後継者不在率の変化について、経営者の年代別の
寄与度を見たものである。これを見ると、2021
年以降、50歳代と60歳代における後継者不在率
の低下が、全体の後継者不在率の低下に大きく寄
与していることが見て取れる。
（株）帝国データバンクの調査2によれば、休廃

業を行った企業のうち、経営者年齢が50歳代・
60歳代の企業の割合は近年低下傾向にある。上
記を踏まえると、今回の調査だけでは一概にいえ
ないものの、50歳代・60歳代における後継者不
在率が低下した要因の一つとして、同年代におい
て事業承継が進み、後継者不在による休廃業の動
きを鈍らせた可能性が考えられる。

第2-2-4図 経営者の年代別に見た、後継者不在率低下の寄与度

資料︓（株）帝国データバンク「全国企業『後継者不在率』動向調査（2022年）」、「企業概要ファイル」、「信⽤調査報告書」
再編加⼯
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 2 （株）帝国データバンク（2023）「全国企業『休廃業・解散』動向調査（2022年）」
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続いて、（株）東京商工リサーチ「中小企業が
直面する経営課題に関するアンケート調査」3の結
果を基に、中小企業経営者の事業承継の意向や後
継者の選定状況について確認する。
第2-2-5図は、経営者の年代別に事業承継の意

向を見たものである。これを見ると、経営者の年
代が上がるにつれて、親族内・親族外にかかわら
ず、何らかの形で事業承継を検討している企業の
割合が高くなっている。特に「子供や孫に引き継
ぎたいと考えている」企業の割合はどの年代にお
いても高く、自身の親族を後継者候補と考える中

小企業経営者が多い様子がうかがえる。また各年
代に占める割合は低いが、どの年代においても
「誰かに引き継ぐことは考えていない・廃業を検
討している」企業が一定数存在している。
一方で、事業承継について「未定である・分か

らない」と回答する企業の割合は、経営者の年代
が上がるにつれて減少傾向にあるものの、70歳
代以上でも３割弱存在する。事業承継・引継ぎ支
援センターなどの専門機関も活用しながら、事業
承継を選択するか、早めに判断することが重要と
考えられる。

第2-2-5図 経営者の年代別に見た、事業承継の意向

資料︓（株）東京商⼯リサーチ「中⼩企業が直⾯する経営課題に関するアンケート調査」
（注）ここでの「30歳代以下」とは、経営者の現在の年齢について、「24歳以下」、「25〜29歳」、「30〜34歳」、「35〜39歳」と
回答した企業を指す。「40歳代」とは、経営者の現在の年齢について、「40〜44歳」、「45〜49歳」と回答した企業を指す。「50
歳代」とは、「50〜54歳」、「55〜59歳」と回答した企業を指す。「60歳代」とは、経営者の現在の年齢について、「60〜64歳」、「
65〜69歳」と回答した企業を指す。「70歳代以上」とは、経営者の現在の年齢について、「70〜74歳」、「75歳以上」と回答した
企業を指す。
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 3 本アンケートの詳細は第１部第１章３節を参照。
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第2-2-6図は、事業承継の意向がある企業を対
象として、経営者の事業承継・廃業の予定年齢に
ついて確認したものである。これを見ると、約４
割の経営者は60歳以上70歳未満、約３割の経営
者は70歳以上80歳未満の間で、事業承継・廃業

を予定していることが分かる。第2-2-2図で示し
たとおり、2022年時点で60歳から74歳の経営
者が占める割合は高く、事業承継・廃業の予定年
齢が迫る経営者が多くなっている可能性があり、
今後も事業承継の必要性が高まると考えられる。

第2-2-6図 事業承継・廃業予定年齢

資料︓（株）東京商⼯リサーチ「中⼩企業が直⾯する経営課題に関するアンケート調査」
（注）事業承継の意向について、「誰かに引き継ぐことは考えていない・廃業を検討している」、「未定である・分からない」と回答した
企業以外を集計している。
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第2-2-7図は、事業承継の意向がある企業を対
象として、経営者の年代別に後継者の選定状況に
ついて見たものである。これを見ると、経営者年
齢が高くなるにつれて、後継者が「決まっている
（後継者の了承を得ている）」と回答した企業の割
合が増加しており、70歳代以上では、６割を超
えている。

一方で、70歳代以上の企業においても、「候補
者はいるが、本人の了承を得ていない（候補者が
複数の場合も含む）」、「候補者はいない、又は未
定である」と回答した企業が合わせて３割を超え
ている。高齢の経営者でも後継者の選定が進んで
いない企業が一定数存在することが分かる。

第2-2-7図 経営者の年代別に見た、後継者の選定状況

資料︓（株）東京商⼯リサーチ「中⼩企業が直⾯する経営課題に関するアンケート調査」
（注）1.事業承継の意向について、「誰かに引き継ぐことは考えていない・廃業を検討している」、「未定である・分からない」と回答
した企業以外を集計している。
2.ここでの「30歳代以下」とは、経営者の現在の年齢について、「24歳以下」、「25〜29歳」、「30〜34歳」、「35〜39歳」と回答
した企業を指す。「40歳代」とは、経営者の現在の年齢について、「40〜44歳」、「45〜49歳」と回答した企業を指す。「50歳代」
とは、「50〜54歳」、「55〜59歳」と回答した企業を指す。「60歳代」とは、経営者の現在の年齢について、「60〜64歳」、「65〜
69歳」と回答した企業を指す。「70歳代以上」とは、経営者の現在の年齢について、「70〜74歳」、「75歳以上」と回答した企業
を指す。
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第2-2-8図は、後継者の選定理由について見た
ものである。「経営者としての自覚・当事者意識
を備えたため」と回答する割合が４割を超えてお
り最も高く、次に「自社や他社で十分な実務経験
を積んだため」、「経営者として必要な知識・スキ

ルを習得したため」と続いている。後継者が経営
者としてふさわしい資質や能力を備えたタイミン
グで、事業を引き継ぐことを決める企業が多いと
考えられる。

第2-2-8図 後継者の選定理由
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第2-2-9図は、候補者はいるが、本人の了承を
得ていない企業を対象として、後継者候補に対す
る引継ぎ意思の伝達状況を確認したものである。
これを見ると、候補者はいるが、本人の了承を得
ていない企業のうち、後継者候補に対して、引継
ぎ意思を「伝えようとしている」、「伝えていな

い」と回答した割合が合計で半数以上となってい
る。このことから、候補者はいるものの後継者を
決定できていない企業は、候補者に対して引継ぎ
意思を伝えられていない様子がうかがえる。事業
承継を検討している企業は、後継者候補に対して
引継ぎ意思を明確に伝えることが重要である。

第2-2-9図 後継者候補に対する引継ぎ意思の伝達状況

資料︓（株）東京商⼯リサーチ「中⼩企業が直⾯する経営課題に関するアンケート調査」
（注）後継者の選定状況について、「候補者はいるが、本⼈の了承を得ていない（候補者が複数の場合も含む）」と回答した企
業のみを集計している。
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(n=984) 39.4%33.0%22.6%

後継者候補に対する引継ぎ意思の伝達状況

明確に伝えた 概ね伝えた 伝えようとしている 伝えていない

本節では、事業承継の動向として、経営者の高
齢化や後継者の選定状況等について分析してき
た。我が国では、経営者年齢の高齢化が進む中、
多くの企業で経営者の交代時期が迫っており、事
業承継は引き続き重要な政策的課題といえる。
また後継者不在率は低下傾向にあるものの、経
営者年齢が70歳代以上にもかかわらず後継者が
決定していない企業も一定程度存在しており、事
業承継が進んでいる企業と進んでいない企業で二
極化している様子がうかがえる。

事業承継を検討している中小企業経営者におい
ては、事業承継を行うか早期に判断し、後継者候
補に引継ぐ意思を明確に伝えた上で、事業承継に
向けた準備を進めていくことが重要と示唆され
る。
後継者を決定した後、本格的に事業承継に向け

た準備に取り掛かる際は、コラム2-2-1で紹介す
る事業承継税制といった支援施策や、事業承継・
引継ぎ支援センターなどの支援機関を活用するこ
とも有効と考えられる。
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2-2-1 事業承継税制

事業承継税制は、「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」（以下「円滑化法」）に基づく認定の下、

会社や個人事業の後継者が取得した一定の資産について、贈与税や相続税の納税を猶予する制度である。

この事業承継税制には、会社の株式等を対象とする「法人版事業承継税制」と、個人事業者の事業用資産を対

象とする「個人版事業承継税制」がある。

①法人版事業承継税制

後継者である受贈者・相続人等が、円滑化法の認定を受けている非上場会社の株式等を贈与又は相続等により

取得した場合において、その非上場株式等に係る贈与税・相続税について、一定の要件の下、その納税を猶予し、

後継者の死亡等により、納税が猶予されている贈与税・相続税の納付が免除される制度。

平成30年度税制改正では、法人版事業承継税制について、これまでの措置（以降、一般措置と表記）に加え、

10年間の措置として、納税猶予の対象となる非上場株式等の制限（総株式数の３分の２まで）の撤廃や、納税猶

予割合の引上げ（80％から100％）等がされた特例措置が創設された。

コラム 2-2-1①図 特例措置と一般措置の比較

1

特特 例例 措措 置置 一一 般般 措措 置置

事事前前のの計計画画策策定定
６６年年以以内内のの特特例例承承継継計計画画のの提提出出

2018年４月１日から
202４年３月31日まで

不要

適適用用期期限限
1100年年以以内内のの贈贈与与・・相相続続等等

2018年１月１日から
2027年12月31日まで

なし

対対象象株株数数 全全株株式式 総株式数の最大３分の２まで

納納税税猶猶予予割割合合 110000％％
贈与：１０0％
相続：８0％

承承継継パパタターーンン 複数の株主から最最大大３３人人の後継者 複数の株主から１人の後継者

雇雇用用確確保保要要件件 弾力化
承継後５年間

平均８割の雇用維持が必要
経経営営環環境境変変化化にに
対対応応ししたた免免除除

あり なし

相相続続時時精精算算課課税税のの
適適用用

60歳以上の者から1188歳歳以以上上のの者者への贈与
60歳以上の者から18歳以上
の推定相続人・孫への贈与

コラム2-2-1①図特例措置と一般措置の比較

②個人版事業承継税制

青色申告（正規の簿記の原則によるものに限る。）に係る事業（不動産貸付事業等を除く。）を行っていた事業

者の後継者として円滑化法の認定を受けた者が、個人の事業用資産を贈与又は相続等により取得した場合におい

て、その事業用資産に係る贈与税・相続税について、一定の要件の下、その納税を猶予し、後継者の死亡等によ

り、納税が猶予されている贈与税・相続税の納付が免除される制度。

令和元年度税制改正において10年間の措置として創設された。

コ ラ ム
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コラム 2-2-1②図 個人版事業承継税制の概要

1

個個人人版版事事業業承承継継税税制制

事事前前のの計計画画策策定定

55年年以以内内のの個個人人事事業業承承継継計計画画のの提提出出
201９年４月１日から

202４年３月31日まで

適適用用期期限限
1100年年以以内内のの贈贈与与・・相相続続等等

201９年１月１日から
202８年12月31日まで

納納税税猶猶予予割割合合 １００％

対対象象資資産産
・宅地等（４００㎡まで）
・建物（床面積８００㎡まで）
・一定の減価償却資産

コラム2-2-1②図 個人版事業承継税制の概要

事例
事業承継税制を活用し、承継時の贈与税を負担することなく自社株式を承継し、事業拡大に取り組む中小企業

▲

企業概要

所在地：岐阜県加茂郡

従業員数：355名（2022年６月現在）

資本金：1,000万円

事業内容：機械・電気・制御設計、ソフトウェア開発の請負、エンジニアの派遣

▲

子どもの頃から事業を引き継ぐことは決めていた

岐阜県加茂郡の株式会社テクノ・ラインは、機械や電気制御設備の設計開発業務の請負を行っており、メーカー

へのエンジニアの派遣も行っている。顧客となるメーカーは、産業機械、航空機関係、自動車関係等、多岐にわ

たる。同社の強みの一つは従業員への教育制度であり、同社の元従業員である専任の講師から手厚い教育を受け

られることで、エンジニアの経験が浅い従業員であっても安心して技能を身につけられる環境が整っている。ま

た、顧客が多様な業種にわたることにより、新型コロナウイルス感染症やリーマンショック等の影響の中でも安

定的な業績を実現することが可能となっている。

同社は1989年に、元々エンジニアであった前社長（現会長、兼松真一社長の父親）が創業。兼松真一社長は、

メーカーでエンジニアとして働いた後、同社に入社。４年間エンジニアの業務を行った後に営業として従事し、

前社長が65歳になったタイミングで2016年に社長に就任した。子どもの頃から既に同社を引き継ぐことは決め

ていたという。しかし贈与時の税負担が大きく、株式全ての承継を行うことはできなかった。

▲

法人版事業承継税制の特例措置の活用により全株式の承継が可能に

前社長の創業時は従業員数名で始めたものの、事業承継を検討し始めた頃には従業員も数百名、事業は拡大し、

株式の評価額も大きくなっていた。また、2016年当時の事業承継税制では雇用確保に関する要件がネックとなり、

活用に至らなかった。

2018年度税制改正で事業承継税制の特例措置が創設され、雇用確保に関する要件が緩和されたことを知り、特
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例措置の活用検討を開始。地元の商工会から紹介された岐阜県事業承継・引継ぎ支援センターに相談。紹介され

た税理士資格を有する専門家のアドバイスの下、具体的な手続きを開始した。専門家の支援もあって、特例承継

計画の提出等については、円滑に手続を進めることができ、2021年に本特例措置を活用して全株式の贈与を実施。

業績を拡大するほど株式の評価額が大きくなるが、本特例により全株式について贈与税の猶予が認められるため、

将来の相続時の税負担を気にせずに事業を実施することが可能となった。

▲

事業承継後は事業エリアの拡大を計画

事業承継後は、特に事業の拡大、従業員への還元という二つの面で強化を進めている。

事業の拡大では、事業分野、事業エリアの両面で拡大を実施。事業分野では、従前の事業で取り組んでいた技

術を応用し、半導体にまつわる分野等の新規の分野へ進出した。

事業エリアという観点では、採用強化を企図して福岡と名古屋に事業所を設立。採用イベントを福岡で行った

際、理系学生が多く参加し、さらに地元で勤務したい学生が多かったことから、東海地方と離れた福岡への進出

を決めたという。さらにその後、東海地方の中心である名古屋にも事業所を設立。名古屋から通勤している従業

員が多かったことから、今後の採用強化も意識して設立を決めた。今後は関西方面への進出も予定している。

従業員への還元という面では、事業承継後に賃上げを実施。また子育て世代でも働きやすいように、フレキシ

ブルな勤務体系に変更した。先代の時から行っている、資格試験に向けた支援を継続する等、従業員のスキル強

化支援にも引き続き取り組んでいる。

経営理念にも「成長する集団」であることを掲げており、今後も事業規模の拡大、従業員の成長に向けて取り

組んでいくという。

会長（左）と兼松社長（右） 研修の様子 社屋外観
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２．事業承継に向けた準備
事業承継において、経営資源を次世代へ円滑に
引き継ぐだけでなく、安田（2008）が指摘する
ように、後継者が事業承継後に自社を更に成長・
発展させていくことも重要である。
そこで本節からは、事業承継の現状や企業パ
フォーマンスに与える影響を確認した上で、後継
者が企業を成長させていくために事業承継前後に
おいて必要な取組について分析していく。

①事業承継の類型及び現状

本項では、事業承継の類型を示した後、事業承
継の現状について確認していく。
（１）事業承継の類型
事業承継ガイドラインでは、事業承継を以下の

三つの類型に区分している（第2-2-10図）。（以
下、同ガイドラインから引用。）

第2-2-10図 事業承継の類型

類型 概要
親族内承継  現経営者の子をはじめとした親族に承継させる方法である。

 一般的に他の方法と比べて、内外の関係者から心情的に受け入れら
れやすいこと、後継者の早期決定により長期の準備期間の確保が可
能であること、相続等により財産や株式を後継者に移転できるため
所有と経営の一体的な承継が期待できるといったメリットがある。

従業員承継  「親族以外」の役員・従業員に承継させる方法である（以下「従業
員承継」という。）。

 経営者としての能力のある人材を見極めて承継させることができる
こと、社内で長期間働いてきた従業員であれば経営方針等の一貫性
を保ちやすいといったメリットがある。

社外への引継ぎ
（Ｍ＆Ａ）

 株式譲渡や事業譲渡等により社外の第三者に引き継がせる方法（以
下「Ｍ＆Ａ」という。）である。

 親族や社内に適任者がいない場合でも、広く候補者を外部に求める
ことができ、また、現経営者は会社売却の利益を得ることができる
等のメリットがある。さらに、Ｍ＆Ａが企業改革の好機となり、更
なる成長の推進力となることもある。

本章では、事業承継ガイドラインに基づき、
「親族内承継」、「従業員承継」、「社外への引継ぎ」
の三つの類型を使用して分析を行う。なお外部招

聘や出向など、M＆A以外で社外の第三者に引
き継がせる方法についても「社外への引継ぎ」に
含めている。
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（２）事業承継の現状
第2-2-11図は、近年事業承継をした経営者の
就任経緯について確認したものである。これを見
ると、親族内承継は他の類型と比べて、一貫して
最も高い割合となっている。一方で、近年は減少
傾向にあり、足下の2022年では従業員承継と同

水準の34.0％となっている。また、社外への引
継ぎの割合は2020年以降増加傾向にあり、事業
承継の方法がこれまで主体であった親族への承継
から、親族以外の承継へシフトしてきていること
が見て取れる。

第2-2-11図 近年事業承継をした経営者の就任経緯

資料︓（株）帝国データバンク「全国企業『後継者不在率』動向調査（2022 年）」
（注）ここでの「親族内承継」とは、「同族承継」、「従業員承継」とは、「内部昇格」、「社外への引継ぎ」とは、「買収」、「出向」、
「分社化」、「外部招聘」を指す。

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年
0%

10%

20%

30%

40%

34.0%

38.7%
39.1% 39.3%

25.9%
25.1%

39.6%

27.8%

31.9% 33.9%

24.8%

31.7%
31.6%

31.4%

4.1%
4.5% 4.3%

4.0%4.0%

24.2%

近年事業承継をした経営者の就任経緯

親族内承継 従業員承継 社外への引継ぎ 創業者
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第2-2-12図は、事業承継を実施した企業の承
継後９年間の売上高成長率について、同業種の平
均値と比較した際の差分について見たものであ
る。これを見ると、事業承継後２年目までは、売
上高成長率は同業種平均値を下回っている。一方
で、３年目から徐々に同業種平均値を上回ってき

ており、特に５年目からその傾向が強まっている
ことが見て取れる。総じて、事業承継実施企業は
実施していない企業と比較して、企業パフォーマ
ンスが高い傾向にあると考えられ、事業承継は成
長の機会になり得ると考えられる。

第2-2-12図 事業承継実施企業の承継後の売上高成長率（同業種平均値との差分）

資料︓（株）帝国データバンク「企業概要ファイル」再編加⼯
（注）1.2008年〜2012年に経営者交代を１回⾏っており、経営者交代からその後９年間の売上⾼の数値が観測できる企業
を分析対象としている。
2.成⻑率の数値は、マクロ経済の影響を取り除くため、経営者交代を⾏った企業の成⻑率の平均値と同分類産業の成⻑率の平
均値との差分である。
3.売上⾼成⻑率が95パーセンタイル以上または５パーセンタイル以下の観測値は外れ値として除外している。

1年後 2年後 3年後 4年後 5年後 6年後 7年後 8年後 9年後

0%

1%

2%

-0.2% -0.2%

0.1%

0.4%

0.7%

1.0%

1.2%

1.7%

2.1%

事業承継実施企業の承継後の売上⾼成⻑率（同業種平均値との差分）
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第2-2-13図は、事業承継の経過年別に、売上
高成長率の分布を見たものである。これを見る
と、承継１年後は売上高成長率-0.15％から
0.15％の間で企業が最も多く分布していること
が分かる。また年数が経過するごとに売上高成長
率の分布が広がるなど分散が大きくなり、承継９

年後には売上高成長率-0.45％以下の企業が増加
する一方で、0.75％以上となった企業が増加し
ている様子もうかがえる。このことから事業承継
後、成長している企業と成長していない企業で二
極化が進んでいる可能性が考えられる。

第2-2-13図 事業承継経過年別に見た、売上高成長率の分布

資料︓（株）帝国データバンク「企業概要ファイル」再編加⼯
（注）2008年〜2012年に経営者交代を１回⾏っており、経営者交代からその後９年間の売上⾼の数値が観測できる企業を
分析対象としている。

〜-0.6 -0.6〜
-0.45

-0.45〜
-0.3

-0.3  〜
-0.15

-0.15〜
0.0
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0.15〜
0.3

0.3〜
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0.45〜
0.6

0.6〜
0.75

0.75〜
0.9

0.9〜

0%

10%

20%

30%

40%

50%

事業承継経過年別に⾒た、売上⾼成⻑率の分布

1年後 3年後 5年後 7年後 9年後

売上⾼成⻑率
（％）
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②後継者の準備

第2-2-12図で示したとおり、事業承継を実施
した企業は同業種平均値と比較して企業パフォー
マンスが高く、事業承継は企業にとって成長の機
会といえる。一方で、前掲の第2-2-13図のとお
り、事業承継を行いながらも、成長できていない
企業も存在する。
そこで、ここからは（株）帝国データバンクが

「令和４年度中小企業実態調査委託費（中小企業
の新たな担い手の創出及び成長に向けたマネジメ
ントと企業行動に関する調査研究）」において実
施した、中小企業を対象としたアンケート「中小
企業の事業承継・М＆Aに関する調査」4を活用し
て、後継者が事業承継を機に企業を成長させる上
で必要な取組について分析を行う。

なお、本調査については、事業承継後５年目か
ら９年目の企業を対象にアンケートを実施してい
る。事業承継・第二創業研究会・中小企業庁
（2001）で指摘されるように、事業承継は「第二
創業」とも称され、後継者が、新たな取組を行う
機会として捉えられている。前掲の第2-2-12図
のとおり、事業承継を実施した企業の売上高成長
率について、同業種平均値との差分が承継後５年
目から９年目にかけて特に拡大している。この結
果を踏まえると、後継者が事業承継を機に新たな
取組を行う際、成果が表れるまで上記の期間がか
かると考えられる。そこで、事業承継後の企業の
成長に影響を与える後継者の取組を分析するた
め、事業承継後５年目から９年目の企業を対象と
している。

 4 （株）帝国データバンク「中小企業の事業承継・М＆Aに関する調査」：（株）帝国データバンクが2022年11月から12月にかけて、従業員５名以上で、事業承
継後５年目から９年目の中小企業15,000社を対象にアンケート調査を実施（回答3,551件、回収率23.7％）。
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まず後継者の事業承継前の取組について分析す
る。第2-2-14図は、事業承継の類型別に、事業
承継の準備期間を見たものである。これを見る
と、「親族内承継」は、他の類型と比較して準備
期間が長い傾向にあり、「５年以上」と回答した
割合が約３割と最も高い。
一方で、「社外への引継ぎ」は準備期間が短い

傾向にあり、「準備期間はなかった」、「１年未満」
と回答した割合が７割近くを占めている。ただ
し、準備期間が１年以上かかった企業も約３割存
在しており、いずれの類型においても、事業承継
には一定の準備期間が必要と考えられる。十分な
準備期間を確保できるよう、早めに準備を行うこ
とが重要であろう。

第2-2-14図 事業承継類型別に見た、事業承継の準備期間

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.ここでの準備期間とは、「事業承継を決断してから社⻑就任までにかかった期間」を指す。
2.「親族内承継」は、社⻑の就任経緯について、「同族承継」と回答した企業を指す。「従業員承継」は、社⻑の就任経緯について
、「内部昇格」と回答した企業を指す。「社外への引継ぎ」は、社⻑の就任経緯について、「買収」、「外部招へい」、「出向」、「分社
化の⼀環」と回答した企業の合計。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

親族内承継 (n=2,153)

従業員承継 (n=688)

社外への引継ぎ (n=295)

29.9%11.5%21.1%22.8%14.7%

26.6%39.4%18.0% 8.7%

23.1%50.2%19.7%

事業承継類型別に⾒た、事業承継の準備期間

準備期間はなかった
1年未満

1年以上3年未満
3年以上5年未満

5年以上

次に、後継者が準備期間中に取り組んだことに
ついて確認する。第2-2-15図は、事業承継の類
型別に、後継者の準備期間中の取組について見た
ものである。これを見ると、どの類型において
も、「自社の経営資源・財務状況の理解に努めた」
と回答した割合が５割を超えている。
また「親族内承継」においては、他の類型と比
較して「現場で働き、自社の技術やノウハウ、商

習慣等を学んだ」、「学校やセミナー等に通い、経
営に関する知識やスキルを学んだ」と回答する割
合が高い。第2-2-14図で示したとおり、「親族内
承継」は他の類型と比較して準備期間が長く、事
業承継を決めてから、各現場を回って経験を積む
ことや、中小企業大学校等を利用するなど、経営
に関する学習を行う傾向にあることが見て取れる。
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一方、「社外への引継ぎ」については、「従業員
と自社の課題等について話し合う機会を設けた」
と回答する割合が高い。「社外への引継ぎ」の場

合、特に社内から信認を得る必要があることか
ら、従業員とのコミュニケーションを強化する取
組を重視している様子がうかがえる。

第2-2-15図 事業承継類型別に見た、後継者の準備期間中の取組

55.7%

60.9%

51.8%

49.2%

40.3%

41.5%

37.2%

36.5%

23.3%

9.4%

1.3%

4.7%

59.4%

27.6%

43.9%

36.7%

43.5%

34.6%

24.2%

33.9%

11.6%

3.0%

0.7%

6.2%

62.2%

20.6%

33.5%

44.6%

42.5%

25.3%

21.0%

43.8%

6.4%

1.3%

0.9%

8.2%

事業承継類型別に⾒た、後継者の準備期間中の取組

事例2-2-1は、後継者が事業承継後を見据え、
製品開発に向けた社内体制を整えたことで成長に

つなげた企業の事例である。
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後継者が事業承継後を見据え、製品開発に向けた
社内体制を整えたことで成長につなげた企業

所 在 地 東京都中央区
従業員数 16名
資 本 金 2,000万円
事業内容 電気機械器具 

製造業

ダンレックス株式会社

▲

「製品開発力のある会社」を目指し、事業承継前の段階から準備を始める
東京都中央区のダンレックス株式会社は工事現場で使用される保安灯や安全ベストなど、保安用品の企画・開発・販売を
行うメーカーである。八木橋拓也代表取締役社長は、大手機械メーカーで勤務した後、2014年に入社。営業を担当する中
で、他社製品との違いを打ち出せず、加えて海外メーカーの営業攻勢もあり、価格競争に陥っている状況に危機感を抱いた。
こうした状況の打開策を検討するべく、自社製品をヒットさせた経営者仲間の成功体験を聞き、時代のニーズに合った製品
を開発し、特許権等の知的財産権を活用して他社と差別化を図ることが自社の成長に向けて重要だと実感。「製品開発力の
ある会社」を目指して、事業承継前の段階から準備を始めた。

▲

新製品に関する意見やアイデアを出しやすい環境づくりに努めつつ、製品開発に取り組む
まずは製品開発の土台づくりとして、自社製品に関連する技術分野で実績がある、八木橋社長の工業高校時代の担任講師
に依頼し、社員向けに月１回の勉強会を開催。社員の基礎知識を着実に増やすとともに、八木橋社長自ら社員と密にコミュ
ニケーションを取ることで、新製品に関する意見やアイデアを出しやすい環境づくりに努めた。担任講師には技術顧問とし
て継続的に同社と関わってもらい、社員の技術水準を向上させている。また新製品を考案する際は、国・自治体のホーム
ページや資料等を熟読し、同社の事業分野に関わる社会課題を把握するとともに、営業等で収集した顧客の意見を製品に反
映させることで、時代のニーズに合わせた製品開発に取り組んだ。さらに、年に１回は特許出願を行うなど、知的財産権の
取得にも積極的に取り組むことで、他社製品との差別化やブランドイメージの向上を図った。

▲

承継前からの取組により、業績は好調に推移し、若手社員も増加
事業承継前から「製品開発力のある会社」を目指して一連の取組を行った結果、同社の業績は向上。八木橋社長が就任し
た2019年以降、売上高は増加傾向にあり、2021年には初めて10億円を超えた。知的財産権の取得も進んでおり、現在ま
でに特許権３件、実用新案権を１件取得している。また企業の成長のためには、若い世代の力が必要と考え、若手を積極的
に社員として採用。意見やアイデアを出しやすい環境や、好調な業績を背景とした福利厚生の充実も魅力となり、若手社員
は増加しており、八木橋社長の入社時と比べて社員の平均年齢は10歳若返った。「今後は当社と同じような中小企業と力を
合わせ、他業種への進出に挑戦したい。モチベーションの高い中小企業同士が手を取り合うことで、新しい技術を生み出し、
それが産業の発展や雇用促進につながることが理想だ。」と八木橋社長は語る。

事 例
2-2-1

八木橋拓也代表取締役社長 同社が企画・開発した保安用品 社員との集合写真

Ⅱ-134 2023 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

変革の好機を捉えて成長を遂げる中小企業第２部



③先代経営者の関与

後継者の選定や育成、引継ぎ意思の伝達など、
先代経営者が事業承継前の準備において果たす役
割は大きい5。一方で、先代経営者は事業承継後
も自社に残って働き、後継者の相談相手や人材育
成など様々な役割を果たしながら、事業承継後の
経営に影響を与える可能性も考えられる6。そこ
で、本項では先代経営者の事業承継後の経営に対
する関与や役割について分析を行う。

第2-2-16図は、先代経営者の引退後の勤務形
態について見たものである。これを見ると、先代
経営者の引退後の勤務形態として「自社で、会
長・顧問・相談役等として勤務」と回答した企業
の割合が約７割となっている。先代経営者の多く
は、事業承継後も自社に残り勤務する傾向にある
ことから、後継者は先代経営者の引退後の役割や
処遇について事前に検討しておく必要があると考
えられる。

第2-2-16図 先代経営者の引退後の勤務形態

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=2,979) 11.2%69.1% 9.5%

先代経営者の引退後の勤務形態

⾃社で、会⻑・顧問・相談役等として勤務
⾃社で、部⾨等の⻑・⼦会社等の社⻑として勤務
⾃社の従業員として勤務
他社・他団体の経営者・経営幹部として勤務

他社・他団体の従業員として勤務
その他
無職
分からない

 5 神谷（2018）は、事業承継における基本的な先代経営者の役割として、後継経営者の選定及び育成、早期・計画的な承継準備、自らの意志の伝達などを挙げて
いる。

 6 浜田（2023）は、事業承継後に発生する先代経営者の役割として、「作業・経営の代行や後継者・従業員が行う作業・経営へのサポート、または後継者・従業
員への教育活動」などを挙げている。
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前掲の第2-2-16図のとおり、先代経営者の多
くは自社で、会長・顧問・相談役等として勤務し
ており、事業承継後の経営に一定の影響をもたら
すと考えられる。
第2-2-17図は、事業承継後の意思決定の状況

別に、後継者に対する従業員からの信認状況につ
いて見たものである。これを見ると、「主に後継
者が意思決定を行っている」企業は、「主に先代
経営者が意思決定を行っている」企業と比較し

て、「従業員から信認を得ている」と回答した割
合が高くなっていることが分かる。
事業承継後も先代経営者が経営の意思決定に関

与し過ぎると、先代経営者の影響力が残り、従業
員が後継者を経営者として受け入れにくい状況に
なる可能性も考えられる。後継者が経営者として
従業員に認められるために、先代経営者は後継者
に対して経営を任せる意識を持つことが重要では
ないか。

第2-2-17図 事業承継後の意思決定の状況別に見た、従業員からの信認状況

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.ここでの「主に後継者が意思決定を⾏っている」とは、「先代経営者は経営判断に全く関与していない」、「先代経営者は
経営判断に関与しないが、求めれば助⾔をくれる」、「最終判断は現経営者に任せているが、先代経営者も積極的に意⾒を述べて
いる」を指す。「主に先代経営者が意思決定を⾏っている」とは、「特定の経営判断は、先代経営者が意思決定している」、「経営判
断の多くは、先代経営者が意思決定している」を指す。
2.ここでの「従業員から信認を得ている」は、従業員からの信認状況について「⼗分信認を得ている」、「ある程度信認を得ている」と
回答した企業の合計。「従業員から信認を得ていない」は、従業員からの信認状況について「どちらとも⾔えない」、「あまり信認を得
ていない」、「全く信認を得ていない」と回答した企業の合計。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

主に後継者が意思決
定を⾏っている (n=2,706)

主に先代経営者が意
思決定を⾏っている (n=201)

13.8%86.2%

30.8%69.2%

事業承継後の意思決定の状況別に⾒た、従業員からの信認状況

従業員から信認を得ている 従業員から信認を得ていない
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また第2-2-18図は、事業承継後の意思決定の
状況別に、事業承継前と比較した投資額の変化を
見たものである。これを見ると、「主に後継者が
意思決定を行っている」企業は、「主に先代経営
者が意思決定を行っている」企業よりも、ITや

設備、研究開発、人材育成に対する投資額を事業
承継前から増加させたと回答する割合が高いこと
が分かる。先代経営者が後継者へ経営を任せるこ
とは、後継者が事業承継後、成長に向けた投資を
行うことにつながるのではないか。

第2-2-18図 事業承継後の意思決定の状況別に見た、事業承継前と比較した投資額の変化

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）ここでの「主に後継者が意思決定を⾏っている」とは、「先代経営者は経営判断に全く関与していない」、「先代経営者は経
営判断に関与しないが、求めれば助⾔をくれる」、「最終判断は現経営者に任せているが、先代経営者も積極的に意⾒を述べてい
る」を指す。「主に先代経営者が意思決定を⾏っている」とは、「特定の経営判断は、先代経営者が意思決定している」、「経営判
断の多くは、先代経営者が意思決定している」を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

主に後継者が
意思決定を⾏っている (n=2,732)

主に先代経営者が
意思決定を⾏っている (n=208)

22.1%70.0%

24.0%66.8% 9.1%

（１）ITに対する投資

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

主に後継者が
意思決定を⾏っている (n=2,749)

主に先代経営者が
意思決定を⾏っている (n=209)

26.2%66.7%

34.4%55.0%

（２）設備に対する投資

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

主に後継者が
意思決定を⾏っている (n=2,690)

主に先代経営者が
意思決定を⾏っている (n=202)

31.1%45.4%23.0%

33.2%49.0%17.3%

（３）研究開発に対する投資

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

主に後継者が
意思決定を⾏っている (n=2,745)

主に先代経営者が
意思決定を⾏っている (n=209)

31.9%63.4%

40.2%50.2%

（４）⼈材育成に対する投資

増加させた 変化なし 減少させた 投資を⾏っていない

事業承継後の意思決定の状況別に⾒た、事業承継前と⽐較した投資額の変化
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第2-2-19図は、事業承継後の意思決定の状況
別に、後継者の準備期間中の取組について見たも
のである。これを見ると、「主に後継者が意思決
定を行っている」企業は「主に先代経営者が意思
決定を行っている」企業と比較して、「自社の経
営資源・財務状況の理解に努めた」、「従業員と自
社の課題等について話し合う機会を設けた」、「自
社の経営に携わり、経営に関する哲学や手法を学
んだ」といった取組の回答割合が高いことが分か

る。一方で、「現場で働き、自社の技術やノウハ
ウ、商習慣等を学んだ」、「既存取引先との顔合わ
せを行った」などの取組の回答割合は低い。
先代経営者から経営を任せられるために、後継

者は現場での学習や既存取引先との顔合わせだけ
でなく、事業承継前から自社の経営資源・財務状
況の理解や従業員との対話、自社の経営に携わる
ことを通じて、経営者としての意欲や能力を示す
必要があるのではないか。

第2-2-19図 事業承継後の意思決定の状況別に見た、後継者の準備期間中の取組
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50.0%

37.4%
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49.0%
43.6%

49.9%
56.4%

38.8%
40.7%
41.5%
43.6%
46.0%

51.7%
32.9%
35.5%

19.3%
22.1%

7.2%
9.9%

0.9%
2.3%

5.3%
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事業承継後の意思決定の状況別に⾒た、後継者の準備期間中の取組

Ⅱ-138 2023 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

変革の好機を捉えて成長を遂げる中小企業第２部



第2-2-20図は、事業承継後の意思決定の状況
別に、先代経営者の事業承継後の役割について見
たものである。これを見ると、「主に後継者が意
思決定を行っている」企業は「特になし」の割合
が最も高いものの、先代経営者は事業承継後も、
主に「経営の助言者・相談相手」などの役割を
担っていることが分かる。
一方で、「主に先代経営者が意思決定を行って

いる企業」は、「主に後継者が意思決定を行って
いる」企業と比較して、「取引金融機関との関係
維持」や「既存取引先との関係維持」など、社外
関係者との関係を保つ役割を先代経営者が担って
いる様子が見て取れる。また、「現経営者の経営
に対する規律付け」といった役割を果たしている
ことが分かる。

第2-2-20図 事業承継後の意思決定の状況別に見た、先代経営者の事業承継後の役割

39.6%

10.5%

41.6%
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42.1%

27.3%

43.5%

15.3%

25.8%

10.0%

11.0%

10.5%

12.4%
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事業承継後の意思決定の状況別に⾒た、先代経営者の事業承継後の役割
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第2-2-21図は、先代経営者との事業承継後の
処遇に関する対話状況別に、先代経営者の事業承
継後の関与に対する満足度を見たものである。こ
れを見ると、先代経営者の事業承継後の役割等に
ついて「十分話し合った」と回答した企業は、事
業承継後における先代経営者の経営に対する関与
について「満足」と回答する割合が68.0％と最

も高いことが分かる。
第2-2-20図のとおり、先代経営者は事業承継
後も「経営の助言者・相談相手」といった役割を
果たしている。後継者は先代経営者と事前に十分
に対話を重ね、自社に合う形で先代経営者の事業
承継後の役割等を検討しておくことが、円滑な事
業承継を行う上で重要だと示唆される。

第2-2-21図 先代経営者との事業承継後の処遇に関する対話状況別に見た、先代経営者の事業承継
後の関与に対する満足度

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⼗分話し合った (n=537)

ある程度話し合った (n=799)

あまり話し合っていない (n=371)

全く話し合っていない (n=82)

11.7%17.3%68.0%

27.7%27.9%37.2%

11.1%38.3%19.1%22.6% 8.9%

22.0%11.0%40.2%11.0%15.9%

先代経営者との事業承継後の処遇に関する対話状況別に⾒た、
先代経営者の事業承継後の関与に対する満⾜度

満⾜ やや満⾜ どちらでもない やや不満 不満

本節では、事業承継の現状や企業パフォーマン
スに与える影響を確認した上で、特に後継者の事
業承継前の取組に着目して分析を行った。
事業承継実施企業は同業種平均値と比較して、
総じて企業パフォーマンスが高い傾向にあり、事

業承継は成長の機会といえる。一方で、事業承継
実施企業の中には企業パフォーマンスを向上でき
ていない企業も存在しており、後継者の事業承継
前後の取組が企業の成長を左右すると考えられる。
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また、先代経営者の多くは事業承継後、自社に
残り勤務する傾向にあり、その存在は後継者の事
業承継後の経営に影響を与えると推察される。特
に後継者が従業員から信認を得ることや、成長に
向けた投資を行う上では、先代経営者は後継者へ
経営を任せる意識を持つことが重要と考えられ
る。一方で、後継者は先代経営者から経営を任せ
られるよう、事業承継前から自社の経営資源・財
務状況の理解や従業員との対話、自社の経営に携
わることを通じて、経営者としての意欲や能力を

示す必要があると考えられる。
さらに、事業承継後も先代経営者は「経営の助

言者・相談相手」といった役割を果たしており、
後継者は先代経営者と事前に十分に対話を重ね、
自社に合う形で先代経営者の事業承継後の役割等
を検討しておくことが重要だと示唆される。
事例2-2-2は、先代経営者が後継者に経営を任

せつつも、経営理念の浸透等の役割を担い、互い
に協力して成長を続けている企業の事例である。
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先代経営者が後継者に経営を任せつつも、
経営理念の浸透等の役割を担い、互いに協力して
成長を続けている企業

所 在 地 東京都品川区
従業員数 136名
資 本 金 4,040万円
事業内容 情報サービス業

アルファテックス株式会社

▲

事業承継を機に前社長に依存せず、社員が当事者意識を持ち事業を動かす企業へ転換を図る
東京都品川区のアルファテックス株式会社は、石川勝前社長（現取締役会長）が1987年に創業した、システム開発・運
用・保守といった ITサービスや業務アウトソーシング等を手掛ける企業である。前社長の息子である石川春代表取締役社長
は、元々家業を継ぐ意思はなく他社で勤務するも、父が興した事業を体感したいと考え、2005年に入社。システムエンジ
ニアや営業などの実務経験を積み、取締役等を経て2018年に社長に就任。同社では創業者である前社長の存在感が大きく、
社員が前社長に判断や意思決定を委ねる傾向も一部見受けられ、石川社長は承継を機に、経営者として一人前になるととも
に、全社員が当事者意識を持ち事業を動かしていく企業へ転換を図った。

▲

前社長が理念の浸透や社員の健康促進といった役割を担い、現社長は自社の経営に専念
前社長も同様に「自身が経営に関与し続けると、社員が自ら考えることが難しくなる」という意識があった。そこで、事
業承継後３年間は石川社長と共同で代表権を持つものの、助言や相談に乗る程度にとどめ、経営判断の大半を石川社長に任
せることで、後継者育成を行うとともに、前社長の同社に対する影響力を小さくした。また、年２回の経営方針発表会等を
通じて、前社長自らが創業時の思いや理念など同社の根幹となる考えを社員に伝え、社員が主体的に考えて行動するための
判断軸を提供。さらに、長野県小海町の企業誘致制度を活用し、自然豊かな場所で社員同士や地域の人々と交流できる場を
設けるなど、社員の心身の健康を促進する役割も担った。
一方で、石川社長は自社の経営に専念し、社員が自身の能力を最大限に引き出せる環境を整えるべく、人事評価基準の見
直しや資格取得制度の充実等に着手。また2021年に３か年の中期経営計画を策定する際は、経営陣だけでなく社員にも議
論に参画してもらうなど、様々な場面で社員が当事者意識を持って事業や業務について考える機会を提供していった。

▲

業績は順調に伸びており、新サービスの創出にも取り組む
前社長が経営から一線を引いたことや、石川社長の一連の取組によって、事業を発展させていくために何をすべきか、社
員が自主的に考えていく意識が高まった。同社の業績も順調に伸びており、2018年から2022年にかけて売上高は20％高
まった。現在は中期経営計画の達成に向けて、個々の社員が持つ経験やノウハウを全社で蓄積・共有できる仕組みの構築や、
新しいサービスの創出に取り組んでいる。「前社長は精神的な支柱であり、同社が大切にしている理念や価値観等をこれか
らも社員に伝えていってほしい。また前社長から経営を任せられたことで、経営者としての覚悟も決まるとともに、自分が
やろうとするビジョンの達成に専念できた。」と石川社長は話す。

事 例
2-2-2

石川春代表取締役社長 経営方針発表会の様子 長野県小海町での研修風景
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３．後継者の次世代の組織づくりと新たな挑戦
落合（2019）が指摘するように、事業承継に
おいては後継者主導の組織を構築していくことが
必要となる。特に久保田（2011）は、事業承継
を契機に事業を発展させた企業を対象とした事例
研究において、後継者特有のリーダーシップの一
つとして、「自立型社員の育成・活用」を挙げて
いる。このことから、後継者が従業員の自主性を
高めておくことは、事業承継後の企業の成長を促
すと考えられる。
また前述したように、事業承継は「第二創業」
とも呼ばれ、事業承継後の後継者の新しい取組に
ついて様々な研究が行われてきた。例えば、村
上・古泉（2010）では、事業承継後に新たな事
業分野への進出などに取り組んだ企業は、取り組
んでいない企業と比較して、業績が改善した企業
の割合が高いことを指摘している。そのため、事

業承継を契機とした後継者の新たな挑戦は企業の
成長につながる可能性がある。
そこで本項では、まず事業承継をきっかけとし

た、後継者による従業員の自主性を高める取組に
ついて分析する。次に事業承継を契機とした後継
者の新しい取組を「事業再構築7」とし、後継者
の事業再構築が企業に与える影響や事業再構築を
成功させるための取組について分析する。

①後継者の次世代の組織づくり

第2-2-22図は、事業承継を契機とした従業員
の自主性の変化を見たものである。これを見る
と、事業承継を機に、「従業員の自主性が十分高
まった」、「従業員の自主性がやや高まった」と回
答した企業は６割を超えていることが分かる。

第2-2-22図 事業承継を契機とした従業員の自主性の変化

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）ここでの「従業員の⾃主性が⼗分⾼まった」は、事業承継後、事業承継前と⽐較して、従業員が組織の⽬標達成に向けて
、⾃主的に考えて、⾏動するようになったか尋ねた質問で「⼗分当てはまる」と回答した企業を指す。「従業員の⾃主性がやや⾼まっ
た」は上記の質問で「ある程度当てはまる」と回答した企業を指す。「従業員の⾃主性があまり⾼まっていない」は上記の質問で「あま
り当てはまらない」と回答した企業を指す。「従業員の⾃主性が全く⾼まっていない」は上記の質問で「全く当てはまらない」と回答した
企業を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=2,907) 27.0%52.9%13.7%

事業承継を契機とした従業員の⾃主性の変化

従業員の⾃主性が⼗分⾼まった
従業員の⾃主性がやや⾼まった
どちらとも⾔えない

従業員の⾃主性があまり⾼まっていない
従業員の⾃主性が全く⾼まっていない

 7 ここでの事業再構築とは、新たな製品を製造又は新たな商品若しくはサービスを提供すること、製品又は商品若しくはサービスの製造方法又は提供方法を相当
程度変更することを指す。
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第2-2-23図は、事業承継を契機とした従業員
の自主性の変化別に、売上高年平均成長率の分布
を見たものである。これを見ると、「従業員の自
主性が高まった」企業は、「従業員の自主性が高
まっていない」企業と比較して、売上高年平均成

長率の水準が「高」、「やや高」と回答した割合が
高い傾向にある。
今回の調査だけでは一概にはいえないが、事業

承継を機に従業員の自主性を高めることは、企業
の成長を促すことが示唆される。

第2-2-23図 事業承継を契機とした従業員の自主性の変化別に見た、売上高年平均成長率の分布

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.ここでの「従業員の⾃主性が⾼まった」は、事業承継後、事業承継前と⽐較して、従業員が組織の⽬標達成に向けて、
⾃主的に考えて、⾏動するようになったか尋ねた質問で「⼗分当てはまる」、「ある程度当てはまる」と回答した企業を指す。「従業員
の⾃主性が⾼まっていない」は上記の質問で「どちらとも⾔えない」、「あまり当てはまらない」、「全く当てはまらない」と回答した企業を
指す。
2.業種別に売上⾼年平均成⻑率（事業承継時点〜2021年）が⾼い企業を上位から25%ごとに、4区分に分類し、「⾼」、「や
や⾼」、「やや低」、「低」として集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員の⾃主性が
⾼まった (n=1,935)

従業員の⾃主性が
⾼まっていない (n=971)

20.2%23.2%26.9%29.7%

27.0%25.0%25.8%22.1%

事業承継を契機とした従業員の⾃主性の変化別に⾒た、売上⾼年平均成⻑率の分布

⾼ やや⾼ やや低 低

第2-2-24図は、事業承継を契機とした従業員の
自主性の変化別に、従業員の自主性を促す取組の
実施状況を見たものである。これを見ると、事業
承継を機に従業員の自主性が高まった企業は、自
主性が高まっていない企業と比較して、いずれの
取組についても実施した割合が高い傾向にある。
特に「経営理念・ビジョンの共有」や「業務の

目的・目標の明確化」といった従業員へ経営の方
向性を示す取組や、「従業員との定期的な面談・
フィードバック」や「従業員同士が情報発信・相
談できる場を提供」といった社内の風通しを良く
する取組の実施割合の差異が大きい。事業承継を
機に従業員の自主性を高める上で、上記の取組が
重要な役割を果たしている様子がうかがえる。
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第2-2-24図 事業承継を契機とした従業員の自主性の変化別に見た、従業員の自主性を促す取組の
実施状況

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）ここでの「従業員の⾃主性が⾼まった」は、事業承継後、事業承継前と⽐較して、従業員が組織の⽬標達成に向けて、⾃
主的に考えて、⾏動するようになったか尋ねた質問で「⼗分当てはまる」、「ある程度当てはまる」と回答した企業を指す。「従業員の
⾃主性が⾼まっていない」は上記の質問で「どちらとも⾔えない」、「あまり当てはまらない」、「全く当てはまらない」と回答した企業を指
す。

実施した 実施していない

事業承継を契機とした従業員の⾃主性の変化別に⾒た、
従業員の⾃主性を促す取組の実施状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の⾃主性が⾼まった (n=1,936)
従業員の⾃主性が⾼まっていない (n=971)

21.7%78.3%
44.9%55.1%

（１）経営理念・ビジョンの共有

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の⾃主性が⾼まった (n=1,936)
従業員の⾃主性が⾼まっていない (n=971)

90.5% 9.5%
31.1%68.9%

（２）業務の⽬的・⽬標の明確化

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の⾃主性が⾼まった (n=1,936)
従業員の⾃主性が⾼まっていない (n=971)

27.7%72.3%
49.8%50.2%

（３）従業員との定期的な⾯談・フィードバック

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の⾃主性が⾼まった (n=1,936)
従業員の⾃主性が⾼まっていない (n=971)

50.5%49.5%
70.4%29.6%

（４）従業員同⼠が情報発信・相談できる場を提供

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の⾃主性が⾼まった (n=1,936)
従業員の⾃主性が⾼まっていない (n=971)

23.7%76.3%
42.3%57.7%

（５）⼈事評価・報酬制度の⾒直し

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の⾃主性が⾼まった (n=1,936)
従業員の⾃主性が⾼まっていない (n=971)

41.8%58.2%
60.4%39.6%

（６）従業員にとって未経験の業務を任せる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の⾃主性が⾼まった (n=1,936)
従業員の⾃主性が⾼まっていない (n=971)

44.2%55.8%
61.8%38.2%

（７）経営情報の社内開⽰

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の⾃主性が⾼まった (n=1,936)
従業員の⾃主性が⾼まっていない (n=971)

55.4%44.6%
72.3%27.7%

（８）改善提案制度の導⼊

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の⾃主性が⾼まった (n=1,936)
従業員の⾃主性が⾼まっていない (n=971)

63.6%36.4%
78.4%21.6%

（９）従業員主導の委員会・プロジェクトチームの設置
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また、従業員に対して権限委譲を進めること
も、従業員の自主性を高めることにつながる可能
性がある8。
第2-2-25図は、権限委譲の状況別に、従業員

の自主性の変化を見たものである。これを見る
と、「権限委譲を進めている」企業は、「権限委譲

を進めていない」企業と比較して、「従業員の自
主性が高まった」と回答した割合が高い傾向にあ
る。このことから、従業員に対して権限委譲を進
めることも、従業員の自主性を高める上で重要な
役割を果たしている可能性がある。

第2-2-25図 権限委譲の状況別に見た、事業承継を契機とした従業員の自主性の変化

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.ここでの「権限委譲を進めている」とは「積極的に権限委譲を進めている」、「ある程度権限委譲を進めている」と回答した
企業を指す。「権限委譲を進めていない」とは「あまり権限委譲を進めていない」、「権限委譲を進めていない」と回答した企業を指す
。
2.ここでの「従業員の⾃主性が⾼まった」は、事業承継後、事業承継前と⽐較して、従業員が組織の⽬標達成に向けて、⾃主的に
考えて、⾏動するようになったか尋ねた質問で「⼗分当てはまる」、「ある程度当てはまる」と回答した企業を指す。「従業員の⾃主性
が⾼まっていない」は上記の質問で「どちらとも⾔えない」、「あまり当てはまらない」、「全く当てはまらない」と回答した企業を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

権限委譲を進めている (n=2,007)

権限委譲を進めていない (n=900)

26.2%73.8%

49.4%50.6%

権限委譲の状況別に⾒た、事業承継を契機とした従業員の⾃主性の変化

従業員の⾃主性が⾼まった 従業員の⾃主性が⾼まっていない

事例2-2-3は、事業承継を契機に実施した新し
い人事制度の導入や経営の透明性を高める取組等
により、社員が自主的に考え行動する組織とな
り、成長する企業の事例である。

事例2-2-4は、事業承継を機に権限委譲や商品
開発に取り組み、社員の主体性を高めて経営の立
て直しを実現した企業の事例である。

 8 グロービス経営大学院（2008）は、通常は「権限委譲」と訳されるエンパワーメント（Empowerment）を「与えられた（業務）目標を達成するために、組織
の構成員に自律的に行動する“力”を与えること」と定義し、その特徴として「『自律性』を促し、『支援』することにある」としている。そして、「自律性」を
促すとは、「業務の遂行にあたって、経営者やマネジャーが業務目標を明確に示す一方、その遂行方法については従業員の自主的な判断に任せること」と指摘し
ている。
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事業承継を契機に実施した新しい人事制度の導入や
経営の透明性を高める取組等により、社員が
自主的に考え行動する組織となり、成長する企業

所 在 地 大阪府八尾市
従業員数 50名
資 本 金 2,900万円
事業内容 化学工業

木村石鹸工業株式会社

▲

失敗を恐れる組織風土に問題意識を抱き、社員の意識改革に着手
大阪府八尾市の木村石鹸工業株式会社は、家庭用洗浄剤や化粧品のOEM生産等を手掛ける企業である。長年のOEM事業

で培った柔軟な製造基盤を持ち、近年は自社ブランド商品の企画・製造・販売にも力を入れている。４代目の木村祥一郎代
表取締役社長は、自身が立ち上げた IT企業から2013年に家業である同社に入社、2016年に社長就任。入社当初に全社員と
面談を行う中で、社員同士の情報共有やコミュニケーションの不足、失敗を恐れて新商品の開発や社員自ら提案を行うこと
にちゅうちょする組織風土に問題意識を持ち、社員の意識改革に着手した。

▲

新しい人事制度の導入や情報の透明性を高め、社員の自主性を促す
まず異なる部署の社員が親交を深め、会社の問題を自分事として解決する意識を持てるよう、2016～2018年にかけて

「じぶんプロジェクト」という取組を実施。各部署から若手を中心に１名ずつ選出された社員がチームとなり、同社が抱え
る課題の発掘から解決策の提案・実行までを担った。また、2019年からは、新たな人事制度として「自己申告型給与制度」
を導入。社員自身が希望する向こう１年分の給与額を申告するとともに、今後行う予定の業務内容を提案してもらうことで
最終的な金額を決定する仕組みとした。社員が自身の希望額に見合うよう、会社に対して貢献できることを考えるきっかけ
となり、社員の自主性を促すことにつながった。さらに「社員が自分で考えて物事を決めるためには、経営の透明性が必須」
との考えから、月次の損益計算書や貸借対照表を公開し、全社員が自社の状況を把握できるような環境を整えた。

▲

新しいことに前向きに挑戦していく文化が生まれ、自社ブランド事業の業績も好調
一連の取組により、木村社長が入社した時期と比べて、社員の自主性は大きく向上し、部門を横断した取組も活発になっ
た。また自己申告型給与制度を適用した社員は全員昇給を果たしている。加えて新卒の応募が増えたことで若手社員の比率
も上がり、会社全体が新しいことに前向きに挑戦していく文化が醸成されている。特に成果が表れているのは、木村社長が
事業の運営を自主性の高い社員に任せている、自社ブランド事業だ。社員が自主的にSNSアカウントを開設・運用したり、
社内の各部門が協力してイベントの開催に取り組んだりすることで、同事業の業績は近年伸びており、会社全体の売上高に
占める割合が2021年度の30％から2022年度には40％へと高まった。さらに同事業は粗利益率も高く、同社の収益性向上
にも貢献している。「今は変化が激しく、何が起こるか分からない時代。そんな中、現場で起こったことに対して社員一人
一人が納得して自ら動いて解決していくことが組織として大きな強みとなる。『木村石鹸らしい』と言われる商品づくりに
取り組み、『木村石鹸が好き』と言われるような存在となりたい。そして、『社員が一番自慢できる会社』を目指していきた
い。」と木村社長は語る。

事 例
2-2-3

木村祥一郎代表取締役社長 異なる部署の社員が集まり、話し合う様子 天然素材を使った自社ブランド「SOMALI」
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事業承継を機に権限委譲や商品開発に取り組み、
社員の主体性を高めて経営の立て直しを実現した企業

所 在 地 愛知県名古屋市
従業員数 44名
資 本 金 3,000万円
事業内容 プラスチック製品

製造業

グローベン株式会社

▲

自社の売上げが低迷する中、経営の立て直しに着手
愛知県名古屋市のグローベン株式会社は、人工竹垣といった造園資材などの製造・販売を手掛ける企業である。服部吉剛
代表取締役社長は、東京の商社で勤務した後、父が創業した家業を継ぐため2010年に社長に就任した。同社は、創業時に
開発したプラスチック製の人工竹垣がヒットし売上げを大きく伸ばしたが、競合の増加や市場の縮小に伴い、業績が低迷。
服部社長が就任した当時は、ピーク時と比較して売上高が半分以下まで落ち込んでおり、社員の大半が自社製品に対する自
信を喪失した状況にあった。服部社長は、このような状況を打開すべく、経営の立て直しに向けた取組を進めていった。

▲

社員に対する権限委譲や商品開発等を進め、社員の主体性の向上を図る
まず売上げの増加と社員の自信回復を図るため、服部社長が国内外の企業や工場を訪ねて得た知見を基に、同社独自の製
品を開発することに着手した。製品開発に取り組む上で、「アイデアを製品として形にしてくれるのは社員」であり、経営
の立て直しには社員の存在が重要だと実感。社員の意欲や能力を引き出せる環境づくりにも注力した。例えば前社長の在任
時から実施していた、全社員との年２回の個人面談では、社員と対話する時間を増やし、社員が抱える悩みや会社に対する
要望を引き出しつつ、社内の業務改善や社員との信頼関係の構築につなげていった。また現場に判断を委ね、意思決定まで
のスピード感を高めることが、他社と競争していくために重要と考え、社員に対して権限委譲を積極的に推進。権限委譲を
行う際は、あらかじめ社員へ任せる権限の範囲を明確にしておくとともに、社員が判断に迷った際の指針として、同社の企
業理念や行動規範を継続的に発信した。加えて、新型コロナウイルス感染症流行前からリモートワークや時差出勤を導入す
るなど、各社員の事情に応じた多様な働き方を認める仕組みを取り入れた。さらに、RPA（ロボティック・プロセス・オー
トメーション）を用いて定型業務を自動化するなど、社内のデジタル化を通じた生産性向上も進めていった。

▲

業績は回復傾向にあり、唯一無二のニッチトップメーカーを目指す
一連の取組を通じて、社員の自主性は高まり、新しい挑戦を積極的に受け入れる組織風土が育まれた。また製品開発につ
いても、植物の蒸散量を計算して散水するスプリンクラーなど、他社と差別化された独自の製品が誕生し、受注のペースは
順調で社員の自信にもつながった。売上高も５期連続で増収しており、服部社長の入社時と比較して残業時間は大幅に短縮
された。服部社長は、「業績低迷の中でも、前社長が安定した財務基盤を維持していたことや、業界での信用を得ていたこ
と、社員や土地建物等の資産を残してくれていたことも、経営の立て直しを図る上で大きかった。今後は2030年までに売
上高と生産性を2020年度対比で２倍にすることを目標としている。これからも社員が誇れる、唯一無二のニッチトップ
メーカーを目指していきたい。」と意気込む。

事 例
2-2-4

服部吉剛代表取締役社長 人工竹は長く愛されている主力商品の一つ 社内の勤務風景
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②後継者の事業再構築

（１）後継者の事業再構築の取組状況
ここからは、事業承継を契機とした事業再構築
の取組状況や事業再構築が企業に与える影響につ

いて分析する。第2-2-26図は、後継者による事
業再構築の取組状況について見たものである。こ
れを見ると、約６割の企業が事業承継を機に事業
再構築に取り組んでいることが分かる。

第2-2-26図 事業再構築の取組状況

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.ここでの事業再構築とは、新たな製品を製造⼜は新たな商品若しくはサービスを提供すること、製品⼜は商品若しくはサー
ビスの製造⽅法⼜は提供⽅法を相当程度変更することを指す。
2.ここでの「事業再構築に取り組んでいる企業」とは、事業再構築の取組状況について、「新規市場で、既存製品・商品・サービス
を展開」、「既存市場で、新規製品・商品・サービスを開発・展開」、「新規市場で、新規製品・商品・サービスを開発・展開」のうち、
いずれか⼀つでも回答した企業を指す。「事業再構築に取り組んでいない企業」とは、「特に実施していない」と回答した企業を
指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=3,017) 40.3%59.7%

事業再構築の取組状況

事業再構築に取り組んでいる企業 事業再構築に取り組んでいない企業
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第2-2-27図は、事業承継時の経営者年齢別に、
事業再構築の取組状況を見たものである。これを
見ると、事業承継時の経営者年齢が若い企業ほ
ど、事業再構築に取り組む傾向にあることが見て
取れる。
中小企業白書（2021）9では、経営者年齢が若

い企業ほど、試行錯誤（トライアンドエラー）を
許容する風土があるとする企業の割合が高い傾向
にあることも指摘されており、事業承継による経
営者の世代交代は企業にとって挑戦・変革の契機
になると考えられる。

第2-2-27図 事業承継時の経営者年齢別に見た、事業再構築の取組状況

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.ここでいう事業再構築とは、新たな製品を製造⼜は新たな商品若しくはサービスを提供すること、製品⼜は商品若しくはサ
ービスの製造⽅法⼜は提供⽅法を相当程度変更することを指す。
2.ここでの「事業再構築に取り組んでいる企業」とは、事業再構築の取組状況について、「新規市場で、既存製品・商品・サービス
を展開」、「既存市場で、新規製品・商品・サービスを開発・展開」、「新規市場で、新規製品・商品・サービスを開発・展開」のうち、
いずれか⼀つでも回答した企業を指す。「事業再構築に取り組んでいない企業」とは、「特に実施していない」と回答した企業を
指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30代以下 (n=667)

40代 (n=1,212)

50代 (n=723)

60代 (n=310)

70代以上 (n=22)

36.7%63.3%

38.7%61.3%

41.4%58.6%

49.4%50.6%

54.5%45.5%

事業承継時の経営者年齢別に⾒た、事業再構築の取組状況

事業再構築に取り組んでいる企業 事業再構築に取り組んでいない企業

 9 2021年版中小企業白書　第２部第３章第１節第１項
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第2-2-28図は、事業再構築を実施した理由を
見たものである。これを見ると、事業再構築を実
施した理由として、「既存事業の将来性に対して
危機感を抱いていたため」と回答する割合が
54.4％と最も高く、既存事業に対する問題意識

から、事業再構築に取り組む後継者が多いことが
分かる。また「新しい主力事業を創出するため」
と回答する割合は51.8％と２番目に高く、将来
の成長に向けて事業再構築に取り組む後継者も多
い様子がうかがえる。

第2-2-28図 事業再構築を実施した理由

54.4%

51.8%

44.0%

30.3%

12.9%

8.3%

8.2%

7.8%

7.6%

6.6%

2.1%

1.6%

事業再構築を実施した理由
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第2-2-29図は、事業再構築が売上高・付加価
値額・従業員数に与える効果を見たものである。
これを見ると、事業再構築が、売上高の増加や付
加価値額の増加に「大きく寄与した」、「ある程度
寄与した」と回答した割合がいずれも７割を超え
ている。また、従業員数の増加に「大きく寄与し

た」、「ある程度寄与した」と回答した割合も４割
を超えている。事業承継を機に事業再構築に取り
組んだことで、売上高や付加価値額といった企業
パフォーマンスを向上させている企業が存在する
ことが分かる。

第2-2-29図 事業再構築の効果

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.ここでいう事業再構築とは、新たな製品を製造⼜は新たな商品若しくはサービスを提供すること、製品⼜は商品若しくはサ
ービスの製造⽅法⼜は提供⽅法を相当程度変更することを指す。
2.事業再構築の取組状況について、「特に実施していない」と回答した企業は除いている。
3.付加価値額＝営業純益（営業利益－⽀払利息等）＋役員給与＋従業員給与＋福利厚⽣費＋⽀払利息等＋動産・不
動産賃借料＋租税公課＋役員賞与＋従業員賞与とする。

事業再構築の効果

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,687) 12.7%51.9%25.0% 8.7%

（１）売上⾼の増加

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,687) 12.7%51.3%24.1% 9.2%

（２）付加価値額の増加

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,687) 14.5%14.3%24.1%34.3%12.7%

（３）従業員数の増加

⼤きく寄与した
ある程度寄与した

あまり寄与しなかった
ほとんど寄与しなかった

まだ効果が出ていない・分からない
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第2-2-30図は、事業再構築の取組状況別に、
売上高年平均成長率の分布を見たものである。こ
れを見ると、事業再構築に取り組んでいる企業
は、取り組んでいない企業と比較して、事業承継
時点から2021年までの売上高年平均成長率の水

準が高い傾向にあることが分かる。前掲の第
2-2-29図も踏まえると、事業承継を機に事業再
構築に取り組むことは、企業を成長させる機会に
なる可能性が考えられる。

第2-2-30図 事業再構築の取組状況別に見た、売上高年平均成長率の分布

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.ここでいう事業再構築とは、新たな製品を製造⼜は新たな商品若しくはサービスを提供すること、製品⼜は商品若しくはサ
ービスの製造⽅法⼜は提供⽅法を相当程度変更することを指す。
2.業種別に売上⾼年平均成⻑率（事業承継時点〜2021年）が⾼い企業を上位から25%ごとに、4区分に分類し、「⾼」、「や
や⾼」、「やや低」、「低」として集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業再構築に取り組んで
いる企業 (n=1,799)

事業再構築に取り組んで
いない企業 (n=1,216)

22.0%22.2%27.0%28.8%

23.8%25.8%25.8%24.6%

事業再構築の取組状況別に⾒た、売上⾼年平均成⻑率の分布

⾼ やや⾼ やや低 低
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第2-2-31図は、前掲の第2-2-29図で確認した
売上高・付加価値額・従業員数以外で、事業再構
築が企業に与える効果について見たものである。
これを見ると、「取引先の増加」と回答する割合
が５割以上と最も高く、事業再構築によって新し
い取引先を創出した後継者が多いことが分かる。

「既存事業とのシナジー発揮」や「新しい技術・
ノウハウの獲得」など、自社事業の強化を実感し
ている企業も存在する。また「経営者としての知
識・スキルの養成」と回答した割合が３割を超え
ており、事業再構築は後継者が経営者として成長
する機会にもなると考えられる。

第2-2-31図 事業再構築の効果（売上高・付加価値額・従業員数以外）

56.9%

38.3%

31.8%

31.6%

27.8%

28.2%

27.6%

17.3%

1.4%

2.8%

事業再構築の効果（売上⾼・付加価値額・従業員数以外）

事例2-2-5は、事業承継を契機として、社内の
デジタル化や新技術を活用した事業を推進し、挑

戦を許容する組織風土が新たに根付いた企業の事
例である。
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事業承継を契機として、組織改革とともに社内の
デジタル化や新技術を活用した事業を推進し、
挑戦を許容する組織風土が新たに根付いた企業

所 在 地 新潟県三条市
従業員数 234名
資 本 金 １億円
事業内容 建設業

小柳建設株式会社

▲

「従業員がもっと楽に働ける会社にしたい」という思いから、社内の改革に着手
新潟県三条市の小柳建設株式会社は、土木・建築事業のほか、川や湖沼の底に滞積する土砂を除去する浚渫（しゅんせつ）
事業なども手掛ける総合建設業者である。３代目となる小柳卓蔵代表取締役社長は、金融会社勤務を経て、2008年に28歳
で入社。当時は、業務の大半が属人化され、情報やノウハウが社内で十分に共有されていなかった。また社内の情報は全て
紙で管理されており、従業員一人一人の残業時間の多さも課題となっていた。「従業員がもっと楽に働ける会社にしたい」
と考えた小柳社長は、社内の改革に着手することを決めた。

▲

経営陣の若返りを図りながら、社内のデジタル化や新技術を活用した事業を推進
まず京セラ創業者の稲盛和夫氏による経営理論を基に、社内を複数のチームに分け、チーム単位で経営計画、実績管理、
人事育成までを独立採算で行う制度を導入し、各従業員の採算意識を高めていった。2014年に社長に就任した後は、業務
の効率化や防災上の観点から、基幹システムのフルクラウド化に取り組んだ。オンライン上で時間や場所の制約を受けず社
員が働ける環境を整えるとともに、社内の情報共有を円滑に行える共通のプラットホームを作り、業務の効率化や属人化の
解消を図った。また上記の取組を進展させるため、話し合いの末に経営陣の若返りも行い、役員の平均年齢を60歳から40

歳まで引き下げることで、スピード感を持って取組を推進する体制を整えた。さらに2016年には、日本マイクロソフト株
式会社と共同で、MR（複合現実）技術「Holostruction」（ホロストラクション）の開発に着手。専用のヘッドセットを装着
することで、建造物の３次元モデルやCADデータ等を現実空間へ投影し、遠隔地にいる人とも建設現場の状況などを共有
することを可能にした。2019年には外販を開始し、国土交通省のプロジェクトに採択されるなど、運用実績を積み重ねて
いる。

▲

従業員同士が助け合い、新しい挑戦を積極的に受け入れる組織風土が定着
一連の取組の成果により、業務の効率化が進んだ結果、2018年には月平均7.2時間だった残業時間が、2022年には1.9

時間に減少。また各社員が自社の採算を考えるようになったことやMR技術の外販が好調に推移したこともあり、2018年
に0.37％だった同社の営業利益率は、2022年には7.38％となった。社員の意識も変化しており、目標達成に向けて社員同
士で情報を共有し助け合う組織風土や新しい挑戦を積極的に受け入れる組織風土が醸成された。「今後も最新の技術を活用
しながらスマートな働き方を実現し、若い世代の建設業界に対するイメージを変えたい。またサブスクリプションサービス
など、建設業の新しいビジネスモデルの構築にも挑戦したい。」と小柳社長は語る。

事 例
2-2-5

小柳卓蔵代表取締役社長 MR（複合現実）技術を活用した「Holostruction」
（ホロストラクション）

本社の内観
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（２）事業再構築を成功させるための取組
ここからは、後継者が事業再構築を行う際の課
題や企業の成長につなげるための取組について分
析を行う。
第2-2-32図は、事業再構築を進める上での課
題について見たものである。これを見ると、「人
材の確保」と回答する企業が５割を超えており、

人材面で課題を感じている後継者が多いことが分
かる。また、「新たな技術・ノウハウの獲得」や
「新しい取組に関する情報収集」の回答割合も次
いで高くなっており、事業再構築を行う上で自社
にない新しい技術や情報を求めている様子もうか
がえる。

第2-2-32図 事業再構築を進める上での課題

54.2%

47.2%

38.4%

29.4%

26.1%

21.9%

20.1%

18.2%

2.7%

0.7%

事業再構築を進める上での課題
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後継者が事業再構築に取り組む際には、先代経
営者の存在が影響してくると考えられる。例え
ば、鈴木（2015）は先代経営者が過度に口出し
をすると、後継者は身動きが取れず、新たな事業
活動といった取組が矮小化しかねない可能性を指
摘している。
第2-2-33図は、事業承継後の意思決定の状況
別に、事業再構築の取組状況を見たものである。
これを見ると、「主に後継者が意思決定を行って
いる」企業は、「主に先代経営者が意思決定を
行っている」企業と比べて、事業再構築に取り組

んでいる割合が高い。
前述のとおり、後継者の事業再構築は企業の業

績など様々な側面で効果をもたらす可能性がある
ことを踏まえると、先代経営者は後継者の挑戦を
許容し、事業承継後は後継者に経営を任せる意識
を持つことが重要ではないだろうか。一方で、後
継者においては先代経営者から経営を任せてもら
えるよう、第2-2-19図で示した取組を通じて、
経営者としての意欲や能力を示すことが必要だと
考えられる。

第2-2-33図 事業承継後の意思決定の状況別に見た、事業再構築の取組状況

39.6%60.4%

49.5%50.5%

事業承継後の意思決定の状況別に⾒た、事業再構築の取組状況
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また後継者は事業再構築に取り組む上で、早期
の段階から検討を始めておくことも必要と考えら
れる。例えば、村上・古泉（2010）は、先代経
営者は後継者の意欲や能力が満ちているときに経
営を託し、早期に新たな事業分野への進出などに
取り組むことが重要としている。
第2-2-34図は、事業再構築の検討開始時期別
に、事業再構築の売上高に与える効果を見たもの
である。これを見ると、事業再構築を「事業承継

前に検討」していた企業は、事業再構築が売上高
の増加に「大きく寄与した」「ある程度寄与した」
と回答した割合が合わせて８割を超えており、
「事業承継後に検討」した企業と比較して高い傾
向にある。
このことから事業再構築に取り組む上では、事

業承継前の早期の段階から検討を進めておくこと
が重要だと示唆される。

第2-2-34図 事業再構築の検討開始時期別に見た、事業再構築の効果（売上高の増加）

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.ここでの事業再構築とは、新たな製品を製造⼜は新たな商品若しくはサービスを提供すること、製品⼜は商品若しくはサー
ビスの製造⽅法⼜は提供⽅法を相当程度変更することを指す。
2.事業再構築の取組状況について、「特に実施していない」と回答した企業は除いている。
3.ここでの「事業承継前に検討」とは、事業再構築の検討開始時期について「事業承継前、事業を引き継ぐことが決まる前から」、
「事業承継前、事業を引き継ぐことが決まって以降」と回答した企業を指す。「事業承継後に検討」とは、「事業承継後、１年未満」
、「事業承継後、１年以上経過後」と回答した企業を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業承継前に検討 (n=1,020)

事業承継後に検討 (n=639)

54.2%27.0% 9.6%

17.8%48.2%21.3%

事業再構築の検討開始時期別に⾒た、事業再構築の効果（売上⾼の増加）

⼤きく寄与した
ある程度寄与した

あまり寄与しなかった
ほとんど寄与しなかった

まだ効果が出ていない・分からない
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また先代経営者だけでなく、従業員も同様に後
継者が事業再構築に取り組む上で重要な存在であ
るといえる。例えば神谷（2018）は先代経営者
と古参従業員の協力なしに、後継者は新たな事業
活動といった取組を進めることが難しい点を指摘
している。
第2-2-35図は、従業員からの信認状況別及び
事業再構築の取組状況別に、売上高年平均成長率
の分布を見たものである。これを見ると、従業員

から信認を得ており、かつ事業再構築に取り組ん
でいる企業は売上高年平均成長率の水準が最も高
い傾向にある。従業員の信認を獲得することで、
後継者は事業再構築の取組に対して従業員から協
力や賛同を得やすくなり、自社の成長につなげて
いる可能性が考えられる。
今回の調査だけでは一概にいえないものの、後

継者が従業員から信認を得ておくことは、事業再
構築に取り組む上で重要だと示唆される。

第2-2-35図 従業員からの信認状況別及び事業再構築の取組状況別、売上高年平均成長率の分布

20.3%22.4%27.0%30.3%

21.0%26.6%26.6%25.8%

31.5%19.7%27.7%21.1%

34.5%25.1%22.4%17.9%

従業員からの信認状況別及び事業再構築の取組状況別、売上⾼年平均成⻑率の分布
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先行研究10でも指摘されるように、後継者が事
業再構築を行う際には社内から反発や抵抗が生じ
る可能性がある。
第2-2-36図は、事業再構築を行った際の先代
経営者及び従業員の反応について見たものであ
る。これを見ると、先代経営者から「全く反発が
なかった」と回答した企業が約８割、従業員から
「全く反発がなかった」と回答した企業が約７割
となっている。

一方で、先代経営者から「少し反発があった」、
「反発があった」と回答した企業は合わせて約２
割、「一部の従業員から反発があった」、「大半の
従業員から反発があった」と回答した企業は合わ
せて約３割となっている。このことから、後継者
が事業再構築に取り組む際、先代経営者や従業員
から反発を受けた企業も一定数存在することが分
かる。

第2-2-36図 事業再構築を行った際の反応

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.ここでいう事業再構築とは、新たな製品を製造⼜は新たな商品若しくはサービスを提供すること、製品⼜は商品若しくはサ
ービスの製造⽅法⼜は提供⽅法を相当程度変更することを指す。
2.事業再構築の取組状況について、「特に実施していない」と回答した企業は除いている。

事業再構築を⾏った際の反応

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,632) 14.8%79.6%

（１）先代経営者の反応

全く反発がなかった 少し反発があった 反発があった

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1,653) 28.9%69.8%

（２）従業員の反応

全く反発がなかった ⼀部の従業員から反発があった ⼤半の従業員から反発があった

 10 2004年版中小企業白書では、後継者が先代経営者の作った体制に忠実に事業を営む場合以外には、後継者と後継者が作成した経営戦略に対して抵抗が生まれる
可能性がある点を指摘している。
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第2-2-37図は、先代経営者や従業員から理解
を得るための取組を見たものである。これを見る
と、「現経営者自ら率先して行動する姿を見せた」
が５割を超えており最も高く、次いで「現経営者
自ら、取組の意義やメリットを継続的に発信し
た」、「地道に売上げを伸ばすなど、小さな成功体

験を積み重ねた」と回答する割合が高い。後継者
が事業再構築を進める際には、後継者自ら積極的
に行動する姿勢を示す取組や小さな成功体験を積
み重ねる取組などを通じて、先代経営者や従業員
から理解を得ていくことが重要ではないか。

第2-2-37図 先代経営者や従業員から理解を得るための取組

58.8%

46.1%
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15.1%
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7.8%
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0.9%

7.8%

先代経営者や従業員から理解を得るための取組
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第2-2-38図は、事業再構築の売上高増加への
寄与状況別に、事業再構築を成功させるための取
組について見たものである。これを見ると、「設
備の購入・更新」、「必要な知識・スキルを持った
従業員の採用」、「顧客・取引先等からの要望・
ニーズの収集」は事業再構築が売上高増加に寄与
した企業と寄与しなかった企業の間で差異が大き

く、事業再構築を成功させる上で重要な取組であ
る可能性が考えられる。また、事業再構築が売上
高増加に寄与した企業と寄与しなかった企業双方
とも、「自社の強みの掘り下げ」を回答する割合
が最も高い。事業再構築を成功させる上で、後継
者は自社の強みを活用することを重視している様
子がうかがえる。

第2-2-38図 事業再構築の売上高増加への寄与状況別に見た、事業再構築を成功させるための取組

39.9%
28.0%

34.2%
22.9%

42.4%
31.4%

60.8%
54.3%

17.3%
10.9%

22.3%
16.6%

10.6%
5.1%

47.7%
42.9%

14.0%
20.6%

13.7%
9.1%

10.4%
12.6%

10.9%
7.1%

1.2%
0.0%

事業再構築の売上⾼増加への寄与状況別に⾒た、事業再構築を成功させるための取組
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第2-2-39図は、事業再構築の売上高増加への
寄与状況別に、後継者の準備期間中の取組を見た
ものである。これを見ると、事業再構築が売上高
増加に寄与した企業は、寄与しなかった企業と比
較して、「営業を担当し、新規取引先を開拓した」、
「自社の経営に携わり、経営に関する哲学や手法
を学んだ」の実施割合の差異が大きい。このこと
から、事業再構築が売上高増加に寄与した企業

は、事業承継前に自社の経営や実務に関わる機会
が多い傾向にあることが分かる。
前掲の第2-2-38図が示すように、事業再構築
を成功させる取組として「自社の強みの掘り下
げ」と回答する割合が最も高かったことを踏まえ
ると、事業再構築を行う上で、経営や営業等の実
務経験を通じて、自社の強みを認識することの重
要性がうかがえる。

第2-2-39図 事業再構築の売上高増加への寄与状況別に見た、後継者の準備期間中の取組
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事業再構築の売上⾼増加への寄与状況別に⾒た、後継者の準備期間中の取組
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事例2-2-6は、事業承継前から将来を見据えて
準備を進めつつ、自社の強みを認識して新規事業
を立ち上げた企業の事例である。
事例2-2-7は、社員から理解や協力を得つつ、
補助金等も活用しながら、事業承継を契機とした
新規事業創出に取り組む企業の事例である。当事
例のように事業再構築を行う際に、設備の購入・
更新を検討する場合は、事業再構築補助金などの

支援策を活用することも有効と示唆される。
またコラム2-2-2のとおり、後継者同士のコ
ミュニティの構築など、自治体や地域金融機関等
が連携して、事業承継を契機とした後継者の新し
い取組を支援するエコシステムが誕生した地域も
存在する。今後も後継者支援のエコシステムが各
地域で構築されることを期待したい。
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事業承継前から将来を見据えて準備を進めつつ、
自社の強みを認識して新規事業を立ち上げた企業

所 在 地 富山県富山市
従業員数 118名
資 本 金 5,000万円
事業内容 その他の製造業

TSK株式会社

▲

付加価値の高いサービスの提供を目指し、新規事業の立ち上げを模索
富山県富山市のTSK株式会社は、主に産業用の包装材や製品の運搬・保管・運送に関わる機器を製造する企業である。高
木亮太代表取締役社長は、2011年に入社し、ベトナムへの海外進出や営業の全体統括等を担った後、2022年に社長へ就任
した。高木社長は入社後、営業などの実務に携わる中で、同社の主力商品である包装材は原材料費率が高く付加価値が低い
ことに課題を感じ、今後は単に製品を製造して販売するだけでなく、顧客に対して付加価値の高いサービスを提供できる事
業を新たに創出することが必要と考えていた。

▲

顧客アンケートをきっかけに自社の強みを認識し、新規事業の創出につなげる
新規事業を模索する中で、社長就任の３年ほど前から自社の将来を見据えて、事業承継に向けた取組に着手した。前社長
の方針もあり、高木社長（当時専務取締役）が新しい取組を行う際は、前社長は基本的に進捗確認と承認のみに関与し、実
務や経営判断については高木社長に委ねる体制となっており、高木社長が新たな取組を実施しやすい環境が整っていた。具
体的な取組としては、例えば次期経営幹部候補数名と共に、人事評価制度の見直しに着手。評価基準やプロセスを明確にす
ることで、社員が納得して仕事ができる環境を整えた。また社長就任の１年前から、同社の第三次中期経営計画の策定に取
り掛かった際には、改めて同社の強みを整理するため、顧客に対してアンケート調査を実施。調査結果を基に社内で議論を
する中で、自社の強みは、顧客の現場改善につながる提案の幅広さと対応力であり、その源泉が同社に根付いた現場改善の
組織風土にあることを認識した。同社では前社長の時代から一人当たり月４件、全社で年間2,500件を超える改善活動を継
続しており、現場改善に関するノウハウを蓄積してきた。こうした自社の強みを再認識したことをきっかけに、新たにコン
サルタント事業「KAIZEN BANSOパック」を立ち上げた。同社の社員が顧客の物流現場が抱える課題の整理や、物流コス
トの見える化、改善手法の提案を行うもので、同社の強みである改善ノウハウを十分に活用したサービスとなっている。

▲
現場改善の提案と実施を通じて、ものづくりの現場環境を変える
現在「KAIZEN BANSOパック」はサービスのプロトタイプとして３事例実施しており、顧客から好評を得ている。また

同事業を通じて自社の強みを改めて明確化したことで、社員の現場改善に対する意識が更に向上。社員の改善活動によりコ
スト削減も進み、毎年安定して利益を確保するとともに社員の昇給にもつなげている。「事業承継の準備段階で新しい取組
を進める際は、前社長が実務や判断を委ねて見守る体制をとってもらえたことが大きかった。当社が現場改善の提案と実施
を全面的にサポートしていくことで、お客様のものづくり、ひいては日本のものづくり全体の現場環境をより良くしていく
ための一助となりたい。」と高木社長は語る。

事 例
2-2-6

高木亮太代表取締役社長 本社の外観 2004年から続く改善活動
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社員から理解や協力を得つつ、補助金等も活用
しながら、事業承継を契機とした新規事業創出に
取り組む企業

所 在 地 福島県天栄村
従業員数 140名
資 本 金 1,200万円
事業内容 電気機械器具 

製造業

アルファ電子株式会社

▲

自社の柱となる新しい事業の創出を検討
福島県天栄村のアルファ電子株式会社は、主に電子部品や医療機器などの受託製造等を行う企業である。前社長の次女で
ある樽川千香子代表取締役社長は当初、後継者候補ではなかったものの、東日本大震災を経験して家業に対する思いを強く
し2015年に入社。当時は震災の影響で大手の取引先を失い業績が悪化していた。さらに、主力の受託製造事業は取引先の
事業計画に業績が左右されやすい構造にもあり、こうした状況から脱却するため、同社の柱となる新しい事業を創出する必
要性を感じていた。

▲

国の補助金等を活用しながら、社員から理解や協力を得つつ、米粉麺の自社開発に取り組む
新規事業の構想を練る中で、電子部品を取り扱いながら、米粉製品の製造・販売を行う新潟県の企業を知人の紹介で視察
したことをきっかけに、2019年から米粉を使用した麺の開発に着手。当初は福島県の製麺会社の試作室を借りて麺づくり
に取り組み、半年掛かりで試作品を完成させた。その後、米粉を無添加で製麺できる企業へ製造を委託し、同社は米粉麺を
事業として成立させるため、販路開拓などに注力。また、同社の開発部長のつながりで、東京都の工学院大学の教授とも連
携し、米の選定や食感などについて助言をもらいながら、「おいしい麺づくり」に取り組んだ。そして、2021年３月に「う
米（まい）めん」というブランド名で、地元福島県の米を使用した商品の販売を開始した。一方で、他社に製造を委託した
こともあり、販売当初は収益性が低い状況にあったことから、自社製造への切替えを検討。経済産業省の事業再構築補助金
を活用し、2022年に米粉麺を製造する自社工場を設立した。「自社工場の設立だけでなく、自社ECの立上げなどでも、国
の助成金や補助金を活用した。特に自社の経営状態が厳しい中で、製品開発に着手した１～２年目に出費を少なくできたの
は大きかった。」と樽川社長は話す。
また、米粉麺の製造は、主に電子部品等を扱う同社にとって初めての挑戦であり、社員の理解や協力を得ることにも気を
配った。例えば新製品開発に取り組む理由を、受託製造業中心の業態からの脱却、社員の長期雇用、地元福島への貢献の三
つに整理して明示することで、社員の納得感を高めた。加えて、同社の売上高や費用等の社員への開示や、朝礼などで実績
を丁寧に報告することを通じて経営の透明性を高め、社員との信頼関係を構築した。

▲

既存事業との相乗効果を発揮しながら、米粉の市場確立を目指す
同社が開発した「う米めん」は新東北みやげコンテストでアイディア特別賞を受賞するなど、対外的な評価を得ており、
会社の認知度向上にもつながった。また「う米めん」をきっかけに、既存事業である電子部品等の受託製造の受注につなが
るなど、既存事業との相乗効果も生まれた。さらに、同社の業績は回復基調にあり、新型コロナウイルス感染症流行下にお
いても経常利益で黒字を確保している。「米粉に関してはまだ市場規模が小さい状況にある。福島県の農家の方々等とも連
携しながら、米粉の確固たる市場を確立していきたい。」と樽川社長は話す。

事 例
2-2-7

樽川千香子代表取締役社長 米粉を使用した「う米めん」 米粉麺を製造している様子
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2-2-2 後継者の可能性・支援について
～家業を活かした地域貢献例～

地域の経済を支える中小企業。地域経済の次期担い手である後継者を支援することは、地域経済の活性化の観

点と早期の事業承継を促すという観点からも重要である。

近年、創業、スタートアップが注目を集めている中、中小企業の後継者が家業を活かしながら新しい取組に挑

戦する動きにも注目が集まっている。例えば、福井県の（株）ホリタ文具は、BtoBで文房具販売をしていたとこ

ろをBtoCに業態転換し、成功を収めている。さらには、文房具屋の垣根を超えたエンターテインメントカンパ

ニーとして事業を拡大し、地域にも貢献をしている。現在福井県の人口に匹敵する年間約70万人が来訪されてい

る。

このように、後継者が家業を活かし、新しい取組を実施することが町おこし・地域課題解決・地域貢献に至っ

ている例がほかにも多くある。上述に加えて、奈良県生駒郡斑鳩町で活躍する斑鳩産業株式会社の事例を紹介し

たい。斑鳩産業株式会社は、もともとは不動産会社であったが、後継者が不動産業を軸に第二創業でまちづくり

事業を展開し、行政や地域の他業種を巻き込んで魅力的な観光地域づくりに取り組んでいる。自治体とうまく連

携して取り組んだ具体的な一例として、斑鳩町をはじめとした六つの市町でそれぞれが単独でプロモーションを

実施していたところ、「WEST NARA広域観光推進協議会」を発足させて、パンフレット等を統一し、共同でプロ

モーションを実施。これにより、広域の観光づくりに寄与した。

このような例からも、後継者支援をすることに対する効果は大きい。

すでに自治体、金融機関において後継者支援に取り組んでいるところが増えてきている。中でも京都府宇治市

は自治体、商工会議所、信用保証協会が中心となり、信用金庫をはじめとした地域金融機関とも連携し、いわば

「エコシステム」のような形で後継者支援の仕組みができつつある好事例であるため、紹介させていただく。

宇治市では、市の産業部門と商工会議所が一体となって市内産業の振興を図るため、産業支援拠点「宇治

NEXT」を創設。その２年後、起業家、事業者の交流拠点である「うじらぼ」も開設した。創業支援の取組を中心

に進めており、地域金融機関ともすでに連携が進んでいたところ、京都信用保証協会担当者の働きかけもあり、

アトツギ（後継者）支援を「うじらぼ」で併せて実施。具体的には後継者同士が悩みを共有し相談できるような

コミュニティを構築しつつ、後継者に対して、ブランディングや会計などのセミナーを実施。また、演習を通じ

て後継者が自走できる仕組みを目指し取組を行っている。これらは宇治市と宇治商工会議所、また地域金融機関

である京都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫、そして京都信用保証協会が協力しながら行うことにより、

家業を活かした新しい取組への支援が充実している。このエコシステムの中では、後継者同士が互いに切磋琢磨

し、承継後数年経った先輩経営者から事業計画等を磨き上げしてもらうなどの交流がある。

コ ラ ム
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コラム 2-2-2①図 京都府宇治市のエコシステムの例

こうした後継者支援を推し進めるべく、中小企業庁としても中小企業の事業承継が成長の機会であるという社

会的気運の醸成を目的に、令和２年度より「アトツギ甲子園」を開催している。「アトツギ甲子園」は全国各地の

中小企業の後継者を対象に、家業を活かした新しい取組・アイデアを競うピッチイベントである。令和４年度実

施の第３回大会では、各地域での気運醸成をより図るため、地方予選大会を新設した。

地域の雇用を守り、経済を担う中小企業。その未来を担う次期経営者である後継者。後継者支援は、様々な部

署の支援が必要である。地域経済振興のためにも、事業承継を推し進めるためにも事業承継担当だけでなく、創

業支援担当、さらには地域を活性化させる経営支援担当含めた関連部署も連携しながら後継者支援をすることが

必要なのではないか。

そのためにも上述のように、信用金庫をはじめとした地域金融機関と自治体との太いパイプがある信用保証協

会が働きかけ、自治体と地域金融機関が協力しながら、各種支援パートナーを巻き込んだ後継者支援エコシステ

ムを各地域にて構築されることが期待される。

コラム 2-2-2②図 第3回「アトツギ甲子園」キービジュアル
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先行研究11において、後継者が新たに事業の展
開を図る前に、「自立型社員の育成・活用」など
の後継者特有のリーダーシップを発揮し、組織面
の改革を行うことの重要性が指摘されるように、
従業員の自主性が高い組織を作ることは、後継者
の事業再構築の取組に影響を与える可能性が考え
られる。
第2-2-40図は、従業員の自主性の変化別に、

事業再構築の取組状況について見たものである。

これを見ると、「従業員の自主性が高まった」企
業のうち、事業再構築に取り組んでいる企業の割
合は６割を超えており、「従業員の自主性が高
まっていない」企業よりも高い傾向にある。
従業員が自主的に考え行動することで、事業再

構築につながるアイデアが生まれやすくなるとも
考えられ、自主性の高い従業員を充実させておく
ことは事業再構築を行う上で重要な取組と推察さ
れる。

第2-2-40図 事業承継を契機とした従業員の自主性の変化別に見た、事業再構築の取組状況

34.1%65.9%

53.8%46.2%

事業承継を契機とした従業員の⾃主性の変化別に⾒た、事業再構築の取組状況

 11 久保田典男（2011）「事業承継に際しての組織改革－中企業の事業承継におけるケーススタディ－」
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さらに第2-2-41図は、従業員の自主性の変化
及び事業再構築の取組状況別に、売上高年平均成
長率の分布を見たものである。これを見ると、事
業承継を機に従業員の自主性が高まり、事業再構
築に取り組んだ企業は売上高年平均成長率の水準
が最も高いことが分かる。

今回の調査だけでは一概にはいえないが、前述
の第2-2-24図で挙げた経営の方向性を示す取組
や第2-2-25図で挙げた権限委譲等を通じて、従
業員の自主性を高めた上で、事業再構築に取り組
むことが、事業承継後も企業を成長させていく上
で重要だと示唆される。

第2-2-41図 従業員の自主性の変化及び事業再構築の取組状況別に見た、売上高年平均成長率の分布

19.9%22.1%26.8%31.2%

20.9%25.3%27.1%26.8%

26.9%22.0%27.8%23.2%

27.0%27.6%24.1%21.3%

従業員の⾃主性の変化及び事業再構築の取組状況別に⾒た、売上⾼年平均成⻑率の分
布
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本節では、主に後継者による従業員の自主性を
高める取組や事業再構築の取組について、分析を
行った。
後継者が事業承継を機に従業員の自主性を向上
させることや事業再構築に取り組むことは、いず
れも事業承継後の企業の成長を促す可能性が確認
された。
従業員の自主性を高める上では、「経営理念・
ビジョンの共有」など従業員へ経営の方向性を示
す取組や権限委譲を進める取組等が有効である可
能性が考えられる。
また事業再構築に取り組む際には、先代経営者
の存在が一定の影響を及ぼすと考えられる。主に
後継者が意思決定を行っている企業が事業再構築
に取り組む傾向にあることを踏まえると、先代経
営者においては、後継者が事業再構築に挑戦でき

るよう、後継者に経営を任せる意識を持つことが
重要だと示唆された。一方で、後継者において
は、早期の段階から事業再構築の検討に着手しつ
つ、従業員から信認を得ておくことや自社の強み
を認識し活用していくことも、事業再構築に取り
組む上で有効である可能性が示唆された。
さらに従業員の自主性が高まり、かつ事業再構

築に取り組んだ企業ほど、売上高年平均成長率の
水準が高い傾向を踏まえると、後継者は従業員の
自主性が高い組織を作った上で、事業再構築に挑
戦することが企業を成長させるために重要だと示
唆される。
事例2-2-8は、長期的なビジョンの達成に向け

て、後継者が社員の自主性を高めながら新しい取
組を推進し、成長を続ける企業の事例である。
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長期的なビジョンの達成に向けて、社員の自主性を
高めながら新しい取組を推進し、成長を続ける企業

所 在 地 岡山県岡山市
従業員数 147名
資 本 金 3,000万円
事業内容 生産用機械器具製

造業

株式会社フジワラテクノアート

▲

現状に満足してしまう社内の雰囲気に危機感を覚え、更なる挑戦を目指し、長期的なビジョンを策定
岡山県岡山市の株式会社フジワラテクノアートは、醸造食品や一般食品を生産するための機械・プラントの製造等を手掛
ける企業である。藤原加奈代表取締役副社長は、大手食品メーカーで営業職を経験した後、急逝した父に代わり社長に就任
した母を支えるため、2005年に入社。その後MBAを取得し、2015年に後継者として副社長に就任した。当時、同社は麹
づくりを自動化する装置で国内の麹生産能力シェア80％に達しており、業界内で高いシェアを獲得した現状に満足し、社
員が更なる成長の必要性を感じにくい状況にあった。藤原副社長はこの状況に危機感を覚え、社会と未来に目を向けイノ
ベーションに果敢に挑戦していきたいという思いから、2050年の未来に向けて同社の技術開発・価値提供の在り方を設定
した「開発ビジョン2050」を2018年に策定した。

▲

社内から反発を受けるも社員の理解を得ることに努めつつ、ビジョン達成に向けた取組を進める
同ビジョンは2050年を見据えた新たな分野への挑戦を目指す内容のため、既存事業の確立に貢献してきた社員などから
反発を受けることもあった。そこで社員向けにワークショップ等を開催し、特に反発の強い社員とは個別に対話する機会を
設けるなど、ビジョンの意義や必要性が理解されるよう努めた。
また「開発ビジョン2050」を実現するため、藤原副社長は各社員が自主的に考え、行動することが重要と判断。ビジョ

ン実現に向けた各部門のあるべき姿の設定や、全社員の５年後のビジョンとその達成に向けた成長計画の作成を通じて、各
社員が「開発ビジョン2050」と日常の業務のつながりを意識して主体的に行動することを促した。さらに管理職級の社員
に対してマネジメントの在り方を考える研修を開催し、議論された内容をマネジメント層の指針として冊子にまとめて配布。
部下の自主性や貢献意欲を高めるマネジメントの実践に活用している。

▲

社員の自主性が向上し、新規事業のスピード感も高まる
現在、「開発ビジョン2050」で設定したテーマに沿って、固体培養技術（麹づくりの技術）を応用して食品副産物や未利
用資源などを有用な飼料や食品素材に転換するなど、新規事業の創出等を進めている。一連の取組により、社員の自主性は
向上し、社員が事業化の成功に向けて、自発的に社外の協力企業を探してくるなど、新規事業を推進するスピード感が高
まった。また自主的に資格取得に励む社員が増え、IT系資格やAI活用に挑戦するデジタル人財が2018年の１名から2022

年にはのべ23名に増加。ビジョンと連動し、全社で推進したDXは「日本DX大賞」や「DXセレクショングランプリ」を受
賞するなど中小企業のDX推進のモデルケースとして注目を集めている。またDXの推進等によりものづくり高度化に向けた
基盤が整い、利益率の改善にもつながった。「就任当時は女性の後継者は珍しく葛藤もあったが、自身の役割として社員一
人一人の力を最大限いかす方法を真剣に考えてきた。今後も社員の挑戦の幅を広げる取組を続けていきたい。」と藤原副社
長は語る。

事 例
2-2-8

藤原加奈代表取締役副社長 製麹装置は国内シェア80％を獲得 開発ビジョン2050
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４．M＆A

前掲の第2-2-11図で示したとおり、事業承継
の手段として「社外への引継ぎ」は増加傾向にあ
る。その中でも特にM＆Aについては、事業承
継だけでなく、企業規模の拡大や事業多角化など
成長戦略の一環としても、中小企業の間で広がり
を見せている。また近年では、M＆Aの目的を
実現させ、その効果を最大化するため、M＆A
成立後に行われる統合に向けた作業（PMI12）を
重視する動きも出ている。
そこで本節では、始めにM＆Aの動向を概観
した後、M＆Aの効果を発揮するために必要な

M＆A成立前後の取組について分析を行う。

① M ＆ A の動向

第2-2-42図は、我が国企業のM＆A件数の推
移を見たものである。（株）レコフデータの調べ
によると、M＆Aの件数は近年増加傾向で推移
しており、2022年は過去最多の4,304件となっ
た。これはあくまでも公表されている件数である
が、M＆Aについては未公表のものも一定数存
在することを考慮すると、我が国におけるM＆
Aは更に活発化していることが推察される。

第2-2-42図 M＆A件数の推移

資料︓（株）レコフデータ調べ
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 12 中小企業庁（2022）「中小PMIガイドライン」によると、PMIとは「主にM＆A成立後に行われる統合に向けた作業であり、M＆Aの目的を実現させ、統合の
効果を最大化するために必要なもの」とされている。POST MERGER INTEGRATIONの頭文字をとり、「PMI」と呼ばれる。
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また、第三者に事業を引き継ぐ意向がある中小
企業者と、他社から事業を譲り受けて事業の拡大
を目指す中小企業者等からの相談を受け付け、
マッチングの支援等を行う支援機関として、事業
承継・引継ぎ支援センターが全都道府県に設置さ
れている。

第2-2-43図は、事業承継・引継ぎ支援センター
の相談社数と第三者承継に関する成約件数の推移
を見たものである。これを見ると、相談社数・成
約件数共に近年増加傾向にあることが分かる。こ
のことから大企業だけでなく、中小企業において
もM＆A件数が増加していることが分かる。

第2-2-43図 事業承継・引継ぎ支援センターの相談社数・成約件数の推移
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② M ＆ A 成立前までの取組

ここからは、買い手としてM＆Aの実施意向
がある企業を対象として、M＆A成立前までの
取組について分析を行う。
第2-2-44図は、買い手としてM＆Aに関心が
ある企業を対象に、希望するM＆Aの相手先企

業の特徴について見たものである。これを見る
と、相手先企業の規模としては「自社より小規
模」、業種としては「同業種」、属性としては「仕
入先・協力会社」、地域としては「同一都道府
県」・「近隣都道府県」など比較的近隣の地域、形
態としては「水平統合」を希望する傾向にある。

第2-2-44図 希望するM＆Aの相手先企業の特徴（買い手）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=735) 69.5%27.6%

（１）M&Aの相⼿先企業の規模

⾃社より⼤規模 ⾃社と同規模 ⾃社より⼩規模

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（n=734） 26.3%73.7%

（２）M&Aの相⼿先企業の業種

同業種 異業種

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=732) 17.6%28.6%39.3%14.5%

（３）M&Aの相⼿先企業の属性

販売先・顧客 仕⼊先・協⼒会社 競合先 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=733) 21.8%31.8%34.2%11.5%

（４）M&Aの相⼿先企業の地域

同⼀市区町村 同⼀都道府県 近隣都道府県 国内全国 海外

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=732) 62.2%37.8%

（５）M&Aの相⼿先企業の形態

垂直統合型 ⽔平統合型

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.「買い⼿としてＭ&Ａに関⼼」と回答した企業のみを集計している。
2.ここでの「垂直統合型」とは、同業種同業態企業との統合を指す。「⽔平統合型」とは、商流の川上や川下企業との統合を指す。

希望するM&Aの相⼿先企業の特徴（買い⼿）
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第2-2-45図は、買い手としてM＆Aに関心が
ある企業を対象に、M＆Aの目的を見たもので
ある。これを見ると、「売上・市場シェア拡大」
が最も高く、７割を超えている。また「新事業展
開・異業種への参入」と回答する割合も３番目に
高く、M＆Aを企業規模拡大や事業多角化といっ

た成長戦略の一環として捉えている企業が多いこ
とが示唆される13。
また、「人材の獲得」が５割を超えており、M

＆Aを人材獲得の手段として捉えている企業も存
在すると考えられる。

第2-2-45図 M＆Aの目的（買い手）

74.6%

54.8%

46.9%

43.8%

31.1%

15.5%

14.8%

14.2%

10.0%

7.6%

7.6%

0.8%

M&Aの⽬的（買い⼿）

 13 中小企業庁「中小PMIガイドライン」では、M＆Aの目的に応じて、「成長型M＆A」（シナジーの創出や事業転換により、企業・事業の成長・発展を目的とす
る。）、「持続型M＆A」（経営不振や後継者不在等の課題をM＆Aにより解決し、企業・事業の存続を維持し、地域経済や従業員雇用を維持することを目的とす
る。）の二つに類型化している。特に「成長型M＆A」については、M＆A後の中長期的な目的として視野に置くことが望ましいと指摘している。
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第2-2-46図は、M＆Aの満足度別に、最も重
視したM＆Aの相手先企業への確認事項を見た
ものである。これを見ると、M＆Aの満足度が
「期待以上となった」企業は、「期待を下回った」
企業と比較して、「相手先経営者や従業員の人

柄・価値観」を重視する傾向にある。M＆Aで
期待した成果を得るためには、M＆A成立前の
段階から上記の観点を意識することが重要ではな
いか。

第2-2-46図 M＆Aの満足度別に見た、最も重視したM＆Aの相手先企業への確認事項

14.2%12.8%25.5%28.4%

13.3%17.3%37.3%14.7%

M&Aの満⾜度別に⾒た、最も重視したM&Aの相⼿先企業への確認事項
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第2-2-47図は、買い手としてM＆Aに関心が
ある企業を対象に、M＆Aを実施する際の障壁
を見たものである。これを見ると、「相手先従業
員等からの理解が得られるか不安がある」と回答
した割合が５割以上と最も高い。前掲の第2-2-

46図で示したとおり、M＆A成立前の段階から
「相手先経営者や従業員の人柄・価値観」を確認
しておくことが、不安の解消につながる可能性が

考えられる。また、「判断材料としての情報が不
足している」、「期待する効果が得られるかよくわ
からない」、「相手先（売り手）企業が見つからな
い」と回答した割合がそれぞれ３割を超えてお
り、M＆Aに関する情報不足や期待した効果を
得られるか不明瞭である点を障壁と感じている企
業も多いことがうかがえる。

第2-2-47図 M＆Aを実施する際の障壁（買い手）

51.6%

35.7%

34.6%

32.6%

22.3%

19.2%

18.7%

15.5%

11.8%

0.7%

4.9%

Ｍ＆Ａを実施する際の障壁（買い⼿）

事例2-2-9は、譲渡側企業との価値観の一致を
重視しながらM＆Aを実施し、グループ間の相

乗効果を発揮させている企業の事例である。
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譲渡側企業との価値観の一致を重視しながら
M ＆ A を実施し、グループ間の相乗効果を
発揮させている企業

所 在 地 岐阜県各務原市
従業員数 44名
資 本 金 1,000万円
事業内容 金属製品製造業

株式会社坂井製作所

▲

企業規模の拡大に必要な経営資源が不足していることに問題意識を持ち、M＆Aを検討
岐阜県各務原市の株式会社坂井製作所は真ちゅうや青銅の棒材を用いて、水栓金具を中心とした部品の受託加工・組立て
を手掛ける企業である。1952年の創業以来培ってきた営業力や、多数の仕入先と築いた友好な協力関係を武器に、顧客で
あるメーカーや商社の発注に対応してきた。藤田斉代表取締役社長は、主要取引先のメーカーで６年間勤務後、2010年４
月に入社。入社当初より、企業規模を拡大していく上で必要な経営資源が不足していることに問題意識を持ち、将来の成長
を見据えてM＆Aを検討していた。

▲

譲渡側企業と価値観を一致させることを重視しながら、経営統合を進める
M＆Aを検討する中、2015年に取引先の子会社であった同市内の株式会社サンエースを買収。同社は部品加工業務の後
工程に当たる組立て業務を主に担っており、相乗効果を見込めたことが買収の決め手となった。2020年には岐阜県海津市
の野村精機株式会社を買収。後継者不在の悩みを抱えていた同社の社長から相談があったことを機に、経営者同士で買収に
向けた話し合いを始めた。対話の際は、相手先経営者と価値観を一致させることを重視。複数回の打合せを経て、「野村精
機の社員の雇用を維持する」という点で価値観が一致し、M＆Aの準備に取り掛かった。また、岐阜県事業引継ぎ支援セン
ター（現岐阜県事業承継・引継ぎ支援センター）へ仲介を依頼し、両社がフェアな状態で契約手続を進められるよう心掛け
た。M＆A成立後は経営統合を円滑に進めるべく、経営理念・行動指針の明文化や評価基準の見直し等を行い、グループと
しての経営方針を浸透させることに努めた。さらに、2021年３月にはグループ３社を束ねる「SAKAIホールディングス株
式会社」を設立。譲受側企業と譲渡側企業の関係を対等とする方針の下、グループ各社が独立して事業を運営しながら、相
乗効果を発揮できる企業体を目指した。例えば、各社の若手メンバーが集まる「中堅リーダー会」の発足等、グループ内で
の人材交流を進め、各社の良い所を学び合える場を設けた。また営業に強みを持つ坂井製作所が、グループ３社の営業を一
括で担い、営業体制の強化を図った。

▲
グループ企業同士で相乗効果を発揮し、更なる事業規模拡大を目指す

M＆Aの結果、自社グループで加工できる範囲が広がったため、美容機器部品や半導体製造装置部品など新しい事業分野
へ進出することが可能となった。またグループの得意分野をいかすことで、各社の業績も向上しており、特に野村精機株式
会社の売上高は25％増加し、２期連続赤字から脱却することに成功した。またグループ全体の売上高は15.5億円に成長し、
2021年度に利益額は過去の株式会社坂井製作所単体の最高益と比較して、155％増を達成した。「10年後の目標として、グ
ループ企業７社、売上高50億円の企業体になることを目指している。今後も事業承継問題に悩む製造業とM＆Aを行い、
顧客の様々な困り事に対してワンストップで対応できる体制を整えたい。」と藤田社長は語る。

事 例
2-2-9

藤田斉代表取締役社長 本社の外観 野村精機株式会社との調印式
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③ M ＆ A 成立前後の統合作業

前掲の第2-2-47図で示したとおり、M＆Aに
おいて買い手の立場としては、「相手先従業員等
からの理解が得られるか不安がある」点や「期待
する効果が得られるかよくわからない」点が障壁
となっており、円滑な組織融合や期待した効果の
発現等を懸念している様子がうかがえる。これら
の懸念を解消するためには、デュー・ディリジェ
ンス14をはじめとするM＆A成立前の取組のほ
か、M＆A成立後のPMIを通じた円滑な統合が

重要と考えられる。
そこでここでは、中小企業におけるPMIの現

状や、M＆Aで期待した効果を得るための取組
について分析する。
第2-2-48図は、中小企業におけるPMIの認知

度について見たものである。これを見ると、PMI
について「聞いたことがない」と回答した企業が
７割を超えており、中小企業の大半がPMIを認
知していない状況にあることが分かる。PMIに
ついて、更なる普及・啓発が必要と考えられる。

第2-2-48図 中小企業におけるPMIの認知度

資料︓（株）東京商⼯リサーチ「中⼩企業が直⾯する経営課題に関するアンケート調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=6,182) 72.9%14.8%12.3%

中⼩企業におけるPMIの認知度

聞いたことがあり、意味も知っている 聞いたことがあるが、意味を知らない 聞いたことがない

 14 デュー・ディリジェンス（Due Diligence）とは、対象企業である売り手側における各種のリスク等を精査するため、主に買い手側が士業等専門家に依頼して実
施する調査を指す。
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第2-2-49図は、買い手としてM＆Aを実施し
た企業を対象に、PMIの検討開始時期別に、M
＆Aの満足度について見たものである。これを見
ると、PMIを「基本合意締結前」に検討した企
業は、「基本合意締結後～クロージング完了後」
に検討した企業や「検討していない」企業と比較

して、M＆Aの満足度が「期待以上となった」
割合が７割以上と最も高いことが分かる。このこ
とから、今回の調査だけで一概にはいえないもの
の、M＆Aで期待した成果を得る上で、早期の
段階からM＆A成立後を見据えて、PMIの準備
を行うことが重要だと示唆される。

第2-2-49図 PMIの検討開始時期別に見た、M＆Aの満足度

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
(注)1.PMIの検討開始時期及びＭ＆Ａの満⾜度については、「買い⼿としてＭ&Ａに関⼼」と回答した企業を集計している。
2.ここでの「基本合意締結後〜クロージング完了後」とは、PMIの検討開始時期について、「デュー・デリジェンス（DD）実施期間
中」、「DD終了後〜最終契約締結」、「最終契約締結後〜クロージング」、「クロージング完了後」と回答した企業を指す。
3.ここでの「期待以上となった」とは、Ｍ＆Ａの満⾜度について、「期待を⼤きく上回っている」、「期待をやや上回っている」、「ほぼ期
待通り」と回答した企業を指す。「期待を下回った」とは、Ｍ＆Ａの満⾜度について、「期待をやや下回っている」、「期待を⼤きく下回
っている」、「分からない」と回答した企業を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

基本合意締結前 (n=163)

基本合意締結後〜
クロージング完了後 (n=76)

検討していない (n=93)

25.2%74.8%

38.2%61.8%

51.6%48.4%

PMIの検討開始時期別に⾒た、M&Aの満⾜度

期待以上となった 期待を下回った
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第2-2-50図は、買い手としてM＆Aを実施し
た企業を対象に、M＆Aの目的・戦略の明確化
状況別に、M＆Aの満足度を見たものである。
これを見ると、M＆Aの目的・戦略を「自社と
相手先の双方で明確にしていた」企業は、M＆A

の満足度が「期待以上」となっている割合が最も
高い。「自社と相手先の双方とも明確にしていな
かった」企業と比較すると、30ポイント近く差
異が出ている。

第2-2-50図 M＆Aの目的・戦略の明確化状況別に見た、M＆Aの満足度

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.Ｍ＆Ａの⽬的・戦略の明確化状況及びＭ＆Ａの満⾜度については、M&Aを「実施した（買い⼿として）」と回答した企
業を集計している。
2.ここでの「期待以上となった」とは、Ｍ＆Ａの満⾜度について、「期待を⼤きく上回っている」、「期待をやや上回っている」、「ほぼ期
待通り」と回答した企業を指す。「期待を下回った」とは、Ｍ＆Ａの満⾜度について、「期待をやや下回っている」、「期待を⼤きく下回
っている」、「分からない」と回答した企業を指す。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⾃社と相⼿先の双
⽅で明確にしていた (n=157)

⾃社のみで明確にし
ていた (n=124)

⾃社と相⼿先の双
⽅とも明確にしてい
なかった

(n=51)

29.9%70.1%

33.9%66.1%

56.9%43.1%

Ｍ＆Ａの⽬的・戦略の明確化状況別に⾒た、Ｍ＆Ａの満⾜度

期待以上となった 期待を下回った
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第2-2-51図は、買い手としてM＆Aを実施し
た企業を対象に、M＆Aの目的・戦略を明確化
した状況別に、売上高成長率を見たものである。
これを見ると、M＆Aの目的・戦略を「自社と
相手先の双方で明確にしていた」企業は売上高成
長率が2.0％と最も高くなっている。一方で、「自

社と相手先の双方とも明確にしていなかった」企
業は、売上高成長率がマイナスとなっている。M
＆Aの目的・戦略を買い手企業と売り手企業双方
で明確にしておくことが、企業の成長にもつなが
ると考えられる。

第2-2-51図 M＆Aの目的・戦略の明確化状況別に見た、売上高成長率（中央値）

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.Ｍ＆Ａの⽬的・戦略の明確化状況については、M&Aを「実施した（買い⼿として）」と回答した企業を集計している。
2.売上⾼成⻑率は2016年と2021年を⽐較したものである。

-1% 0% 1% 2%

⾃社と相⼿先の双⽅で明確に
していた (n=154)

⾃社のみで明確にしていた (n=119)

⾃社と相⼿先の双⽅とも明確
にしていなかった (n=51)

2.0%

0.0%

-1.0%

Ｍ＆Ａの⽬的・戦略の明確化状況別に⾒た、売上⾼成⻑率（中央値）
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第2-2-52図は、買い手としてM＆Aを実施し
た企業を対象に、PMIを実施する際の課題につ
いて見たものである。これを見ると、経営統合時
の課題として、「自社従業員と相手先従業員の一
体感の醸成」が50.3％と最も高く、次いで「相
手先従業員のモチベーション向上」が47.2％と
なっている。経営統合の際、相手先企業の従業員
に関する課題を抱える中小企業が多いと推察され

る。
前掲の第2-2-46図で示したとおり、M＆Aで

期待以上の満足度を実感している企業ほど、相手
先企業への確認事項として「相手先経営者や従業
員の人柄・価値観」を重視していることを踏まえ
ると、M＆A成立前の段階から相手先従業員の
人柄や価値観を確認しておき、対策を講じておく
ことが必要ではないか。

第2-2-52図 PMIを実施する際の課題

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の事業承継・M&Aに関する調査」
（注）1.Ｍ&Ａを「実施した（買い⼿として）」と回答した企業を集計している。
2.複数回答のため、合計は必ずしも100％にならない。

(n=316)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

⾃社従業員と相⼿先従業員の⼀体
感の醸成

相⼿先従業員のモチベーション向上

相⼿先の事業収益の改善

経営統合作業に充てる⼈員の確保

経営統合作業に充てる時間の確保

設備や⼈材育成等の投資に充てる
資⾦の確保

⾃社と相⼿先との業務分担の⾒直し

適切な相談相⼿がいない・分からない

その他

特になし

50.3%

47.2%

33.2%

25.3%

13.9%

13.6%

10.4%

9.5%

6.0%

0.9%

PMIを実施する際の課題
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第2-2-53図は、買い手としてM＆Aを実施し
た企業を対象に、M＆Aの具体的な効果につい
て見たものである。これを見ると、M＆Aの具
体的な効果としては、「商品・サービスの拡充に
よる売上げ・利益の増加」や「商圏拡大による売
上げ・利益の増加」など売上げ・利益面の相乗効

果を実感している企業が多い傾向にある。また、
「技術・ノウハウ等の横展開」、「ブランドや信用
力の向上」など、買い手企業・売り手企業双方の
経営資源を組み合わせた相乗効果を実感している
企業も存在することが分かる。

第2-2-53図 M＆Aの具体的な効果

49.8%

45.4%

26.0%

21.0%

10.2%

10.5%

9.2%

6.0%

7.9%

M&Aの具体的な効果
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ここでは、M＆Aの動向やM＆A成立前後の
取組について分析を行った。中小企業の間でも
M＆Aは広がりを見せており、M＆Aの目的と
して「売上・市場シェア拡大」や「新事業展開・
異業種への参入」を挙げるなど、事業承継だけで
なく企業の成長を促す手段として、M＆Aが認
識されている様子がうかがえる。
一方で、買い手としてM＆Aを検討する企業

は、「相手先従業員等からの理解が得られるか不
安がある」点や「期待する効果が得られるかよく
わからない」点を障壁と感じている。M＆A成
立前の早期の段階からPMIを検討し、事前に「相
手先経営者や従業員の人柄・価値観」等を確認す
ることや、買い手企業と売り手企業双方でM＆
Aの目的や戦略を明確化することが重要だと考え
られる。
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第2節　起業・創業

第２節では、起業・創業について分析を行って
いく。第１項では、各種統計や調査を用いて我が
国の起業の実態を確認していき、第１項の②以降
は、（株）帝国データバンクが「令和４年度中小
企業実態調査委託費（中小企業の新たな担い手の
創出及び成長に向けたマネジメントと企業行動に

関する調査研究）」において実施した、中小企業
を対象としたアンケートである、「中小企業の起
業・創業に関する調査」15を用いて、起業・創業
における課題や起業・創業に向けて必要な取組に
ついて確認していく。

１．起業・創業の動向
本項では、各種統計や調査を用いて、我が国の
起業の実態を時系列で見ていく。加えて、経営者
が感じる起業に対する満足度の状況や、創業当時
に抱えていた起業の目的や課題などについても確
認し、経営者が起業に至る背景などについて分析
していく。

①我が国の起業の実態

始めに、我が国の開業率及び廃業率について現

状把握を行う16。
第2-2-54図は、我が国の開業率・廃業率の推
移について見たものである。開業率は、1988年
度をピークとして低下傾向に転じた後、2000年
代を通じて緩やかな上昇傾向で推移してきたが、
2018年度に再び低下。足下では4.4％となって
いる。廃業率は、1996年度以降増加傾向で推移
していたが、2010年度からは低下傾向で推移し
ている。

 15 （株）帝国データバンク「中小企業の起業・創業に関する調査」：（株）帝国データバンクが2022年11月から12月にかけて、従業員５名以上で、創業後５年か
ら９年経過した中小企業15,000社を対象にアンケート調査を実施（回答3,000件、回収率20.0％）。

  なお、加藤（2022）などにもあるように、多くの国や産業で、設立後の５年間で約半数の事業所が退出することが指摘されていることから、そうした期間を乗
り越えた経営者が、起業前後でどのような取組を行ってきたのかを分析するため、本アンケートでは、創業後５年から９年経過した企業を対象として調査して
いる。

  また、本アンケートの回答企業群は創業後、５年から９年にわたり存続している企業を対象としており、創業後に廃業した企業などの回答は含まれていない点
に留意が必要である。

 16 「雇用保険事業年報」を基に中小企業庁で算出した開廃業率は、事業所における雇用関係の成立、消滅をそれぞれ開廃業とみなしている。そのため、企業単位で
の開廃業を確認できない、雇用者が存在しない、例えば事業主一人での開業の実態は把握できないという特徴があるものの、毎年実施されており、「日本再興戦
略2016」（2016年６月２日閣議決定）でも、開廃業率のKPIとして用いられているため、本分析では当該指標を用いる。なお、「事業所・企業統計調査」、「経
済センサス・基礎調査」及び「経済センサス -活動調査」を基に算出した開廃業率は付属統計資料10表及び11表を、「民事・訴訟・人権統計年報」及び「国税
庁統計年報」を基に算出した開廃業率は付属統計資料13表を参照されたい。
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第2-2-54図 開業率・廃業率の推移

資料︓厚⽣労働省「雇⽤保険事業年報」のデータを基に中⼩企業庁が算出
（注）1.開業率は、当該年度に雇⽤関係が新規に成⽴した事業所数／前年度末の適⽤事業所数である。
2.廃業率は、当該年度に雇⽤関係が消滅した事業所数／前年度末の適⽤事業所数である。
3.適⽤事業所とは、雇⽤保険に係る労働保険の保険関係が成⽴している事業所数である
（雇⽤保険法第５条）。
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第2-2-55図は、業種別に開廃業の状況を見た
ものである。開業率について見ると、「宿泊業,飲
食サービス業」が最も高く、「生活関連サービス
業,娯楽業」、「情報通信業」と続いている。また、
廃業率について見ると、「宿泊業,飲食サービス
業」が最も高く、「生活関連サービス業,娯楽業」、
「小売業」が続いている。開業率と廃業率が共に

高く、事業所の入れ替わりが盛んな業種は「宿泊
業,飲食サービス業」、「生活関連サービス業,娯
楽業」であることが分かる。一方で、開業率と廃
業率が共に低い業種は、「運輸業,郵便業」、「鉱
業,採石業,砂利採取業」、「複合サービス事業」
となっている。

第2-2-55図 業種別の開廃業率（2021年度）

①開業率 ②廃業率

業種別の開廃業率（2021年度）
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第2-2-56図は、都道府県別に開廃業の状況を
見たものである。開業率について見ると、沖縄県
が最も高く、福岡県、埼玉県と続く。また、廃業

率について見ると、福島県が最も高く、愛知県、
大分県と続いている。

第2-2-56図 都道府県別開廃業率（2021年度）都道府県別開廃業率（2021年度）

開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率
北　海　道 3.9% 3.0% 石　　　川 3.6% 3.1% 岡　　　山 4.1% 2.9%
青　　　森 2.5% 3.3% 福　　　井 3.0% 3.3% 広　　　島 3.7% 2.8%
岩　　　手 2.7% 2.9% 山　　　梨 4.0% 2.4% 山　　　口 3.5% 3.6%
宮　　　城 3.7% 3.2% 長　　　野 3.4% 2.9% 徳　　　島 3.1% 3.4%
秋　　　田 2.4% 3.0% 岐　　　阜 4.0% 3.1% 香　　　川 3.5% 2.8%
山　　　形 2.8% 3.0% 静　　　岡 3.8% 3.2% 愛　　　媛 3.8% 3.1%
福　　　島 3.5% 4.4% 愛　　　知 5.0% 4.1% 高　　　知 3.1% 3.1%
茨　　　城 4.5% 2.7% 三　　　重 4.7% 3.1% 福　　　岡 5.4% 3.4%
栃　　　木 4.0% 2.9% 滋　　　賀 4.1% 3.3% 佐　　　賀 3.8% 3.1%
群　　　馬 4.0% 3.1% 京　　　都 4.4% 3.0% 長　　　崎 3.6% 3.6%
埼　　　玉 5.2% 2.9% 大　　　阪 4.8% 2.9% 熊　　　本 4.4% 2.8%
千　　　葉 5.0% 2.8% 兵　　　庫 4.4% 2.8% 大　　　分 3.7% 4.1%
東　　　京 5.0% 3.1% 奈　　　良 4.1% 3.0% 宮　　　崎 3.9% 3.2%
神　奈　川 4.9% 2.9% 和　歌　山 3.4% 2.8% 鹿　児　島 3.9% 3.2%
新　　　潟 2.6% 2.8% 鳥　　　取 3.1% 2.9% 沖　 　 縄 7.1% 3.5%
富　　　山 3.1% 2.7% 島　　　根 2.7% 3.2% 全　国　計 4.4% 3.1%

資料：厚生労働省「雇用保険事業年報」のデータを基に中小企業庁が算出
（注）1.開業率は、当該年度に雇用関係が新規に成立した事業所数／前年度末の適用事業所数である。
2.廃業率は、当該年度に雇用関係が消滅した事業所数／前年度末の適用事業所数である。
3.適用事業所とは、雇用保険に係る労働保険の保険関係が成立している事業所である（雇用保険法第５条）。
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第2-2-57図は、総務省・経済産業省「経済セ
ンサス-活動調査」を再編加工し、企業の社齢別
に、常用雇用者数の純増数について見たものであ
る。企業年齢が若いほど、常用雇用者純増数が大

きくなっており、多くの雇用を生み出しているこ
とが分かる。起業・創業を促していくことの意義
は、雇用創出の観点からも大きいと考えられる17。

第2-2-57図 企業の社齢別に見た、常用雇用者数の純増数

資料︓総務省・経済産業省「平成24年、平成28年経済センサスー活動調査」再編加⼯
（注）1.会社以外の法⼈及び農林漁業は除いている。
2.事業所が複数ある企業の場合は、事業所開設時期が最も古い値を社齢とし、以降開設した事業所における雇⽤者数も集計し
ている。
3.経済センサスの事業所開設時期は、「昭和59年以前」、「昭和60〜平成6年」、「平成7〜平成16年」、「平成17年以降」で
調査されている。また、「平成17年以降」については、開設年の数値回答を⽤いて集計している。
4.社齢が３年以内の企業については、事業所を移転した存続企業による雇⽤者数の増加が含まれている点に留意する必要があ
る。
5.社齢が４年の企業については、「平成24年経済センサスー活動調査」で把握できなかった企業の雇⽤者数が含まれている点に
留意する必要がある。
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 17 深尾・権（2011）は、企業の社齢と雇用の創出・喪失率や純増数について相関があることを明らかにし、雇用創出には社齢が若い企業の役割が大きいことを指
摘している。
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第2-2-58図は、諸外国の開廃業率の推移を比
較したものである。各国ごとに統計の性質が異な
るため、単純な比較はできないものの、国際的に

見ると我が国の開廃業率は相当程度低水準である
ことが分かる。

第2-2-58図 開廃業率の国際比較

資料︓⽇本︓厚⽣労働省「雇⽤保険事業年報」のデータを基に中⼩企業庁が算出、⽶国︓United States
Census Bureau「The Business Dynamics Statistics」、英国︓英国国家統計局「Business
demography」、ドイツ・フランス︓Eurostat
（注）国によって統計の性質が異なるため、単純に⽐較することはできない。
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②起業の目的や直面する課題

ここまで、我が国における開廃業率を概観し、
我が国の数値は諸外国と比べて低い一方、雇用創
出効果が大きいことを確認した。中小企業白書
（2017）18でも触れられているように、現在にお
いても、資金調達や収入面のリスクが起業の妨げ
になっている可能性が考えられる。ここからは、
「中小企業の起業・創業に関する調査」を用いて
分析を行う。
第2-2-59図は、経営者の年代別の起業の目的

を確認したものである。これを見ると、各年代に

おいて「仕事の経験・技術・知識・資格等をいか
すため」、「自分の裁量で自由に仕事をするため」
と回答する割合が高いことが分かる。
また、30歳代以下の若い層においては、「自分

の裁量で自由に仕事をするため」、「高い所得を得
るため」と回答する割合が他の年代と比較して高
いことが分かる。一方、40歳代より高い年代の
層では、「高い所得を得るため」と回答する割合
は低く、地域の雇用維持・拡大、地域社会が抱え
る課題解決、地域の産業発展への貢献、といった
内容の回答割合が高いことが分かる。

第2-2-59図 経営者の年代別に見た、現在の事業の起業目的
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 18 2017年版中小企業白書　第２部第２章第２節を参照されたい。
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第2-2-60図は、経営者が事業に対して現在満
足していることについて見たものである。これを
見ると「仕事のやりがい・達成感」、次いで「仕
事の業務内容」について満足していると回答する

割合が高いことが分かる。創業した多くの経営者
が、事業に対して満足感を得ていることがうかが
える。

第2-2-60図 事業に対して現在満足していること

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の起業・創業に関する調査」
（注）複数回答のため、合計は必ずしも100％にはならない。

(n=1,672)
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第2-2-61図は、起業の準備段階で生じた課題
を経営者の年代別に見たものである。全体では、
「事業に必要な専門知識、経営に関する知識・ノ
ウハウが不足していた」と回答した割合が高く、
次いで、「資金調達方法の目処がつかなかった」

が高いことが分かる。年代別に見ると、30歳代
以下において、事業・経営に必要な専門知識・ノ
ウハウの不足の回答割合が特に高くなっており、
起業の障壁となっている様子がうかがえる。

第2-2-61図 経営者の年代別に見た、起業の準備段階で生じた課題
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経営者の年代別に⾒た、起業の準備段階で⽣じた課題
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続いて、第2-2-62図は、起業に踏み切れた理
由を経営者の年代別に見たものである。各年代で
「起業について、相談できる支援者がいた」が最
も高いことが分かる。次いで30歳代以下では

「身につけるべきスキルを習得した」が、40歳代
以上の各年代では「資金調達の目処が立った」が
高くなっている。

第2-2-62図 経営者の年代別に見た、起業に踏み切れた理由

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の起業・創業に関する調査」
（注）複数回答のため、合計は必ずしも100％にはならない。
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経営者の年代別に⾒た、起業に踏み切れた理由

ここまで、日本の開業率は諸外国と比較すると
低いものの、起業は雇用創出効果を持つ点、ま
た、実際に起業した人の多くがやりがいや達成感
を感じるなど、創業後、実施している事業に対し
て満足感を得ているという点を確認してきた。他
方で、創業時の課題としては経営に関する知識・

ノウハウの不足、資金調達が挙げられており、こ
うした障壁を乗り越える上で、相談できる支援者
の存在は重要ではないだろうか。
事例2-2-10は、前職で培った人脈や支援機関

を活用した上で創業し、やりがいを感じながら成
長を続けている企業の事例である。
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自ら構想したアイデアを事業化するために、
経験や人脈をいかして創業し、
やりがいを感じながら成長している企業

所 在 地 愛知県一宮市
従業員数 １名
資 本 金 800万円
事業内容 化学工業

TSUYOMI株式会社

▲

自ら構想したアイデアを実現するために起業
愛知県一宮市のTSUYOMI株式会社は、2017年創業のオーラルケア製品の研究開発・販売を行う企業である。代表取締
役社長の森健一氏は、創業前は医薬品会社で営業職として勤務していた。営業職時代には出張が多かったことから、手軽に
口腔ケアができる製品が欲しいと感じていた。また、東北や熊本の震災現場でボランティア活動をした際に、口腔ケアがお
ろそかになると病気につながる話を聞き、非常時における口腔ケアの大切さを実感。こうした経験を通じ、「歯磨き粉のタ
ブレット化」のアイデアを当時から持っており、勤務先での事業化の機会を長年うかがっていた。しかし、組織再編等によ
る社内環境の変化が起こり、勤務先でのアイデア実現が難しくなる可能性が見込まれた。自身のアイデアにビジネスチャン
スを感じ、「固形歯磨きの製品化を実現したい」という強い思いを引き続き持っていたことから、20年以上勤めた勤務先の
退職を決意し、起業する道を選んだ。

▲

これまでの経験や人脈をいかして「タブレット型歯磨き粉」の事業化に成功
創業するに当たり、経営に関して分からないことが多かった森社長は、愛知県の「よろず支援拠点」を積極的に活用。資
金面からマーケティング、広告・宣伝の手法など、あらゆる内容を相談し、学びを深めた。また事業化に向けて、課題と
なったのは研究・開発で重要となる工場の確保であった。前職時代に関わりがあった工場に接触し、製品化の見込みを立て
ることができた。販路開拓などの営業面では、前職時代に形成した人脈を活用するとともに、培ってきた営業スキルにより
商品の目新しさを訴求することで販売先を確保できた。前職時代には製品づくりに携わった時期もあリ、そこで得た知識や
経験は、工場との連携や、販売先との対話の中でいかされている。家族や友人には試作品を使用してもらい、何度も改良を
重ねた。そして、2018年に携帯するタブレット型歯磨き粉「KAMIGAKI（カミガキ）」の販売を開始（2020年に
「CAMUGAKI（カムガキ）」に名称変更）。創業以降は自己資金を元手に事業を進めてきたが、販売の見込みが立った時期に
民間金融機関からの資金調達も実現した。

▲
サラリーマン時代には味わえなかったやりがいを感じる
「CAMUGAKI」の販売以降も新たな商品の開発を続け、2021年には宇宙用に開発した製品「mouthpace（マウスペース）」
がJAXA（宇宙航空研究開発機構）の厳しい審査を通過し、ISS（国際宇宙ステーション）の搭載品に決定した。起業に踏み
切ったことで、長年の構想であった「タブレット型歯磨き粉」を事業化し、宇宙で自分たちが開発した製品が役立っている
ことで、これまでにない大きなやりがいを感じている。複数の企業から引き合いの声も多く、売上面の成長も見込まれてい
る。現在は１名の従業員と二人三脚で進めているが、商品や得意先の拡大に応じて採用も検討している。「自分で行動を起
こし成果を獲得することがやりがいにつながっている。商品の知名度を更に上げ、口腔ケアの大切さを広く知ってもらい、
世の中に貢献していきたい。」と森社長は語る。

事 例
2-2-10

森健一代表取締役社長 タブレット型歯磨き粉「CAMUGAKI」 ISS搭載品の「mouthpace」

Ⅱ-197中小企業白書  2023

第2章　新たな担い手の創出

第
1
節

第
2
節

第
3
節



2-2-3 諸外国における起業後の企業生存率

コラム2-2-3①図は、諸外国における起業後の企業生存率の推移を比較したものである。国により統計やデータ

の性質が異なるため、単純な比較はできないが、欧米諸国の生存率は創業後５年を経過すると50％を下回ってお

り、企業が長期的に存続することの厳しさがうかがえる 19。

コラム 2-2-3①図 起業後の企業生存率の国際比較

資料︓⽶国︓U.S.Bureau of Labor Statistics、英国︓Office for National Statistics、ドイツ、フランス︓Eurostat
（注）⽶国、英国、ドイツ、フランスの企業⽣存率は、2015年から2021年に起業した企業について平均値をとったものである。
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 19 創業後５年を経過した日本における起業後の企業生存率は、80.7％である（ただし、データベースに収録される企業の特徴やデータベース収録までに一定の時
間を要する等から、実際の生存率よりも高めに算出されている可能性がある）。創業後５年以外を経過した企業における企業生存率については、（株）帝国デー
タバンクが実施した「令和４年度中小企業実態調査委託費（中小企業の新たな担い手の創出及び成長に向けたマネジメントと企業行動に関する調査研究）」の委
託調査報告書を参照されたい。
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２．起業・創業に向けた取組
本項では、引き続き（株）帝国データバンクが
実施した「中小企業の起業・創業に関する調査」
を用いて、「経営者」、「人材」、「資金調達」や、
創業時における戦略策定、「差別化」の実施状況
などに着目し、起業・創業後の成長との関係性に
ついて確認していく。

①経営者の能力・強みや経験

まず、経営者に備わっていた能力・強み20の状
況について確認する。第2-2-63図は、経営者が
創業時に身につけていた、経営に関する能力・強
みの有無を見たものである。これを見ると、「業
界に関する知識・経験」の回答割合が最も高く、
次いで、「リーダーシップ」、「取引先拡大に向け
た営業力」と続いていることが分かる。

第2-2-63図 経営者が創業時に身につけていた能力・強み

(n=1,757) 34.6%65.4%

③取引先拡⼤に向けた営業⼒

(n=1,757) 49.5%50.5%

⑨経営について相談できるネットワーク

(n=1,752) 66.8%33.2%

⑬IT・デジタル化に関する能⼒

(n=1,754) 36.2%63.8%

⑤組織や従業員の管理能⼒

(n=1,767) 20.7%79.3%

①業界に関する知識・経験

(n=1,763) 60.4%39.6%

⑪決算書などの計数管理能⼒

(n=1,749) 45.0%55.0%

⑦従業員の育成能⼒

(n=1,751) 35.5%64.5%

④製品・サービス等の知識、企画・開発の能⼒

(n=1,744) 71.8%28.2%

⑫広告宣伝等のプロモーション能⼒

(n=1,759) 74.9%25.1%

⑭税務・法務等各種⼿続き等の実務能⼒

(n=1,767) 44.7%55.3%

⑥事業計画の策定能⼒

(n=1,763) 23.2%76.8%

②リーダーシップ

(n=1,758) 55.0%45.0%

⑩⽣産・製造等の技術⼒

(n=1,752) 47.7%52.3%

⑧マーケティング能⼒

経営者が創業時に⾝につけていた能⼒・強み

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の起業・創業に関する調査」

持っている 持っていない

 20 ここでの能力・強みの内容は、日本政策金融公庫総合研究所（2011）「新規開業実態調査（特別調査）」及び独立行政法人中小企業基盤整備機構「J-Net21」を
参考にしている。
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こうした経営者の持つ人的資本については、創
業後の成長要因として重要な要素であるといわれ
ていることから21、経営者の持つ能力・強みと企
業の成長の関係について確認していく。第2-2-

64図は、売上高成長率の分布別に、各能力の保
有状況を確認したものである。これを見ると、

「取引先拡大に向けた営業力」、「マーケティング
能力」、「リーダーシップ」といった能力は、高い
成長率の企業と低い成長率の企業で保有割合の差
が大きくなっていることから、創業時までにこれ
ら能力を獲得することが重要である可能性が考え
られる。

 21 海外の研究では、例えばColombo and Grilli（2005）では、イタリアの企業データを用いて、創業時のメンバーの人的資本が、創業後の成長率に与える影響を
明らかにしている。また、Delmar and Shane（2006）では、スウェーデンの企業のデータを用いて、創業チームの保有する経験が、その後の生存率や売上高
を高めることを明らかにしている。
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第2-2-64図 売上高成長率の水準別に見た、経営者が創業時に身につけていた能力・強み
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資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の起業・創業に関する調査」
（注）売上⾼成⻑率は、創業時からの営業年数別に、2021年時点までの売上⾼の伸びが⾼い企業を上位から25%ごとに、４
区分に分類し、「⾼」、「やや⾼」、「やや低」、「低」として集計している。

持っている 持っていない
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続いて、第2-2-65図は、経営者が創業時に身
につけていた能力・強みの数別に、売上高成長率
の分布を見たものである。これを見ると、能力・
強みの数が５～９個、10～14個と多くなるにつ

れて、売上高成長率の高い企業の割合が多いこと
が分かる。このことから、起業後の成長において
は、経営者が多くの能力・強みを創業時に身につ
けていることが重要である可能性が考えられる。

第2-2-65図 経営者が創業時に身につけていた能力・強みの数別に見た、売上高成長率の分布

22.0%24.3%28.2%25.5%

24.4%30.2%24.8%20.6%

35.3%29.0%21.5%14.3%

経営者が創業時に⾝につけていた能⼒・強みの数別に⾒た、売上⾼成⻑率の分布
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さらに、経営者の創業前の就業経験についても
確認していく。第2-2-66図は、経営者の起業前
における同業での就業経験の有無別に、黒字化達
成までに要した期間の分布を見たものである。こ
れを見ると、経営者の就業経験がある企業は、就

業経験がない企業と比べて、黒字化達成までの期
間が「早」、「やや早」企業の割合が多いことが分
かる。同業での就業経験により培った業界での経
験・知識をいかすことで、早期の黒字化につなげ
ている可能性がうかがえる。

第2-2-66図 同業での就業経験の有無別に見た、黒字化達成期間の分布

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の起業・創業に関する調査」
（注）⿊字化達成期間は、創業時からの⿊字化達成までの所要期間について、その期間が短い企業から昇順に並べ、25％ごと
に、４区分に分類し、「早」、「やや早」、「やや遅」、「遅」として集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就業経験がある (n=1,131)

就業経験がない (n=202)

27.1%26.5%26.0%20.4%

33.7%27.2%19.8%19.3%

同業での就業経験の有無別に⾒た、⿊字化達成期間の分布

早 やや早 やや遅 遅

以上、ここまで創業時点における経営者の能
力・強みや経験の状況と起業後の成長との関係を
見てきた。能力・強みをより多く獲得しているほ

ど、創業後、企業が成長している傾向にあること
から、創業時に様々な能力・強みを身につけるこ
とが重要であると考えられる。
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②創業時における人材確保

ここでは、創業時における人材確保の状況と、
その後の企業の成長の関係等について確認してい
く。人数面での確保は高い労働力の獲得につなが
り、能力面での確保は業務上の適切な判断の決定
を促す可能性があるとの観点22から、今回人材の
確保に着目した。

第2-2-67図は、創業時の人材確保状況別に、
売上高成長率の分布を見たものである。これを見
ると、人数面、能力面のそれぞれにおいて、創業
時に確保できているほど、売上高成長率が高い企
業の割合が多くなることが分かる。創業時には、
人数・能力のそれぞれの観点で、人材確保に注力
することが重要である可能性がうかがえる。

第2-2-67図 創業時の人材確保（人数面・能力面）状況別に見た、売上高成長率の分布

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の起業・創業に関する調査」
（注）売上⾼成⻑率は、創業時からの営業年数別に、2021年時点までの売上⾼の伸びが⾼い企業を上位から25％ごとに、４
区分に分類し、「⾼」、「やや⾼」、「やや低」、「低」として集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⼗分にできた (n=349)

ある程度できた (n=1,075)

あまりできなかった (n=522)

全くできなかった (n=222)

23.2%27.2%24.4%25.2%

22.8%25.8%27.1%24.4%

26.2%29.7%21.6%22.4%

23.9%32.9%22.1%21.2%

①⼈数⾯の確保状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⼗分にできた (n=265)

ある程度できた (n=1,074)

あまりできなかった (n=604)

全くできなかった (n=212)

18.5%29.8%26.0%25.7%

23.8%25.1%25.3%25.7%

26.3%29.5%24.2%20.0%

23.1%34.0%21.7%21.2%

②能⼒⾯の確保状況

⾼ やや⾼ やや低 低

創業時の⼈材確保（⼈数⾯・能⼒⾯）状況別に⾒た、売上⾼成⻑率の分布

 22 加藤（2022）
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第2-2-68図は、創業期に確保した重要度の高
い人材を見たものである。これを見ると、「経営
者を補佐する右腕人材」が最も多く、次いで「営

業・販売に長けた人材」、「定型業務を行う人材」
が多いことが分かる。

第2-2-68図 創業期に確保した重要度の高い人材

44.0%

30.6%

29.5%

23.8%

22.3%

16.8%

16.3%

16.1%

15.4%

11.1%

8.9%

8.1%

創業期に確保した重要度の⾼い⼈材
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前図では、創業期に確保した重要度の高い人材
について確認したが、創業後間もない企業におい
ては、採用市場における人材確保が容易ではな
く23、企業の成長に向けては、効率的な採用を実
施していくことが必要と考えられる。
第2-2-69図は、創業期に最も有効だった採用
方法を確認したものである。これを見ると、「前

職等関係者の採用」が最も高くなっており、次い
で「ハローワーク」、「経営者の知人・友人や社員
からの紹介の活用」といった回答が上位となって
いることが分かる。ハローワーク等の機関を活用
するだけでなく、前職等の関係者や友人・知人と
いった経営者等の持つ人的ネットワークを活用し
た採用も有効である可能性がうかがえる。

第2-2-69図 創業期に最も有効だった採用方法

36.7%

21.4%

16.7%

10.9%

3.6%

2.5%

2.4%

0.8%

0.5%

0.2%

4.3%

以上、ここまで創業時における人材確保につい
て確認した。人材の人数・能力のそれぞれにおい
て、創業時の獲得状況が、その後の企業の成長に
影響を与える可能性が確認され、経営者のつなが

り等を有効活用することの重要性も確認した。
事例2-2-11は、創業以降、経営者や従業員の

つながりを活用したリファラル採用を中心とし、
成長を遂げている企業の事例である。

 23 2013年版中小企業白書では、起業後の成長初期段階（売上が計上されているが、営業利益が黒字化していない段階）において、質の高い人材の確保が課題と
なっていることを明らかにしている。また、最近の調査においても、例えば日本政策金融公庫総合研究所（2022）では、「2022年度新規開業実態調査」を用い
て、従業員の確保を苦労していることとして回答している割合が、開業後において上昇していることを指摘している。
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創業時からリファラル採用を主体とし、
必要な人材を効率的に確保しながら
成長している企業

所 在 地 東京都中央区
従業員数 230名
資 本 金 9,000万円

（※2023年１月現在）

事業内容 情報サービス業

Ubie株式会社

▲

医療現場で感じた課題の解決を目指して創業
東京都中央区のUbie株式会社は、症状から関連病名を調べられる症状検索エンジン「ユビー」と、医療現場の業務効率

化を図る「ユビーAI問診」、及びこれらを活用した製薬会社向けのソリューションを開発・提供する企業。久保恒太氏と阿
部吉倫氏の共同代表で2017年に創業した。当時エンジニアであった久保氏が東京大学大学院で症状と疾患の関連性を見い
だすアルゴリズムを開発する研究を2013年に始め、高校時代の同級生であり当時医大生であった阿部氏を誘い2014年に
共同研究を始めたことが、創業のきっかけであった。2015年より研修医となった阿部氏は、臨床の現場を経験する中で、
病院内における膨大な事務作業や、患者の来院の時期が遅れることにより、提案できる治療法が狭まるといった課題がある
ことを痛感。これまで二人が取り組んできた研究をいかすことで、病院内の事務効率化等を目的とし、現在のサービスの構
想に至った。

▲

企業にとって重要な“人材”だからこそメリットの多いリファラル採用をメインに実施
成長のためには、医療分野やデジタル分野といった、同じ事業経験を有する人材を採用することが、最も有効であるとい
う代表者自身の考えもあり、創業当初から代表者や従業員のつながりをいかしたリファラル採用を活用した。同社のリファ
ラル採用における特徴として、人事担当の専任を置かず、面接などの採用業務を従業員に任せていることが挙げられる。従
業員同士で同社の成長のために必要な人材を把握し、周りにふさわしい人物がいれば、気軽に声を掛けていく方針を徹底し
ている。また、より良い人材の確保につなげることができるよう、従業員自身が同社の魅力を感じ、自信を持って友人・知
人を誘うことができる会社づくりを心掛けている。
同社の従業員の約半数はリファラル採用で入社しており、同採用を通じて入社した従業員は、同社になじむスピードが速
く、高いパフォーマンスを発揮している。また、離職率も低くなっており、採用コストを抑えられているという点でもメ
リットを感じている。こうして採用した人材の活躍に伴うサービスの強化により、現在、症状検索エンジン「ユビー」の月
間利用者数は700万人に上り、「ユビーAI問診」は1,200の施設が導入するまでに成長している。

▲
必要な人材の変化を見据えて、リファラル採用を主体としつつも、新たな採用スタイルに挑戦
また、同社の知名度が高まり成長を続ける中、重要となる人材のタイプも変遷している。創業当初は、事業やプロダクト
の種を作り出せる人材を重視していたが、その後、開発の進捗に伴い医療機関や一般ユーザーの利用が増え、現在では、事
業やプロダクトを安定的に運用できる人材が重要となっている。今後も、リファラル採用をメインとしつつ、一般公募や
エージェントも強化しながら多様な人材を確保し、更なる成長を続けていく。「私自身リファラル採用で入社し、私も友人
を誘い入社してもらっています。リファラル採用の好循環をいかし、会社のフェーズを上げて社会に提供できるインパクト
を更に大きくしていきたい。」とUbie Corporate所属 Affection PR（広報）部の岡氏は語る。

事 例
2-2-11

久保恒太共同代表取締役（左）と
阿部吉倫共同代表取締役（右）

症状検索エンジン「ユビー」 同社の成長に重要な従業員
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③企業の成長を促す資金調達

ここでは、創業期における資金調達の状況が、
その後の成長にどのような影響を与えるのかにつ
いて確認していく。
第2-2-70図は、開業資金の規模別に、売上高

成長率と従業員数増加率の分布を見たものであ

る。これを見ると、開業資金の規模が大きいほ
ど、売上高成長率と従業員数増加率の高い企業の
割合が多いことが分かる。開業資金の規模が、そ
の後の売上高の成長率や従業員数の増加率に寄与
する可能性が示唆される。

第2-2-70図 開業資金の規模別に見た、売上高成長率・従業員数増加率の分布

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の起業・創業に関する調査」
（注）1.売上⾼成⻑率は、創業時からの営業年数別に、2021年時点までの売上⾼の伸びが⾼い企業を上位から25%ごとに、
４区分に分類し、「⾼」、「やや⾼」、「やや低」、「低」として集計している。
2.従業員数増加率は、創業時からの営業年数別に、2022年時点までの従業員数の伸びが⾼い企業を上位から25%ごとに、４
区分に分類し、「⾼」、「やや⾼」、「やや低」、「低」として集計している。
3.ここでの開業資⾦は、創業時点において事業⽬的で有していた、⼜は使⽤した資⾦を指し、当⾯の運転資⾦や設備の導⼊資
⾦等を含む。
4.開業資⾦規模について「覚えていない・分からない」と回答した企業は除いている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000万円以上 (n=767)

500万円以上1,000万円未満 (n=545)

500万円未満 (n=743)

19.4%22.3%27.8%30.5%

25.3%29.4%24.4%20.9%

29.5%32.7%22.1%15.7%

①売上⾼成⻑率の分布

⾼ やや⾼ やや低 低

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000万円以上 (n=768)

500万円以上1,000万円未満 (n=547)

500万円未満 (n=743)

15.4%26.3%26.6%31.8%

21.6%30.3%26.3%21.8%

19.5%35.1%28.7%16.7%

②従業員数増加率の分布

開業資⾦の規模別に⾒た、売上⾼成⻑率・従業員数増加率の分布

Ⅱ-208 2023 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

変革の好機を捉えて成長を遂げる中小企業第２部



第2-2-71図は、開業資金の規模別に、外部か
らの資金調達の有無について見たものである。開
業資金の規模が大きくなるほど、外部からの資金
調達を行っている割合が高くなっており、開業資

金を十分に確保する上では、自己資金だけでなく
外部機関から資金を調達することが必要となって
いる様子がうかがえる。

第2-2-71図 開業資金の規模別に見た、外部資金調達の有無

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の起業・創業に関する調査」
（注）1.開業資⾦規模について「覚えていない・分からない」と回答した企業は除いている。
2.ここでの開業資⾦は、創業時点において事業⽬的で有していた、⼜は使⽤した資⾦を指し、当⾯の運転資⾦や設備の導⼊資
⾦等を含む。
3.ここでの外部資⾦は、「借⼊れや増資などを通じて、企業外部から調達した資⾦」を指す。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000万円以上 (n=768)

500万円以上1,000万円未満 (n=547)

500万円未満 (n=743)

29.3%70.7%

45.3%54.7%

63.1%36.9%

開業資⾦の規模別に⾒た、外部資⾦調達の有無

調達した 調達していない
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外部からの資金調達に当たっては、一般に金融
機関等に対して創業計画を作成して自社の事業内
容などを説明することが求められる。
第2-2-72図は、創業計画において、「創業後の

販売先や仕入れ先」、「競合他社と比較した事業の
強み」といった七つの項目24の記載状況について

確認したものである。「十分当てはまる」又は
「ある程度当てはまる」と回答した企業の割合の
合計を見ると、「資金繰り計画（資金使途と調達
方法）」や「事業の見通し及びその根拠」につい
て、高くなっていることが分かる。

第2-2-72図 創業計画への記載状況

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の起業・創業に関する調査」

創業計画への記載状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,126) 33.1%38.6%

③創業後の販売先や仕⼊れ先

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,132) 38.2%37.5%

①資⾦繰り計画（資⾦使途と調達⽅法）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,125) 32.3%26.5%

⑦競合他社と⽐較した事業の強み

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,123) 36.4%26.7%

⑥⾃社が対象とする市場規模の把握状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,118) 36.9%32.0%

④説得性のある創業動機

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,120) 33.0%31.0%

⑤経営者の経歴における強み

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,124) 41.4%33.6%

②事業の⾒通し及びその根拠

⼗分当てはまる
ある程度当てはまる

あまり当てはまらない
全く当てはまらない

分からない

18.3%

15.2%

11.3%

19.1%

16.8%

12.8%

10.3%

 24 ここでの創業計画の七つの記載項目は、（株）日本政策金融公庫HPにおける「創業計画書」の記入項目などを参考にしている（https://www.jfc.go.jp/n/
service/dl_kokumin.html）。
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さらに、これら七つの項目の記載状況を点数化
して、創業計画の記載状況の充実度を点数の高い
順に「高」、「やや高」、「やや低」、「低」の四つに
区分したものを、創業計画の記載の充実度とし、
外部資金の調達達成状況を見たものが、第2-2-

73図である。これを見ると、創業計画の充実度
が「高」の企業は充実度が「低」の企業と比べ

て、外部資金の調達状況において「100％以上」
と回答している割合が高くなっていることが分か
る。創業計画の記載内容を充実させることで、金
融機関等の外部資金調達先に対して自社の事業の
強みなどを十分に伝えることができ、資金調達の
円滑化につながっている可能性が示唆される。

第2-2-73図 創業計画の充実度別に見た、外部資金の調達達成状況

10.6%12.8%31.2%41.7%

15.5%13.0%32.1%30.1%

11.9%13.9%36.1%30.2%

15.0%19.1%30.1%24.3%

創業計画の充実度別に⾒た、外部資⾦の調達達成状況

2.3%

7.3%

5.0%

5.2%

以上、ここまで創業時における資金調達の取組
について確認した。資金調達に際しては、開業資
金の規模が大きいほど、その後の企業の成長に影
響をもたらすことが確認された。また、資金調達
額の規模を高めるには、外部から調達することも

有効である可能性がうかがえ、創業計画の充実度
が、調達状況を高める可能性も示唆された。
創業時の資金調達に関連して、コラム2-2-4で
は、創業融資において経営者保証を不要とする制
度の促進について紹介している。
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2-2-4 経営者保証を徴求しないスタートアップ・
創業融資の促進

経営者保証は、経営の規律付けや信用補完として資金調達の円滑化に寄与する等といったプラス面がある一方、

スタートアップの創業等を躊躇させる等といったマイナス面があるなど様々な課題が存在している（コラム2-2-4

①図）。もっとも、このような課題の解決に向けて、従来から「経営者保証に関するガイドライン」の活用促進等

を進めてきたところである。

コラム 2-2-4①図 経営者保証の提供に伴う影響（事業者アンケート）

38%

50%

54%

80%

金融機関への適時・適切な
情報提供をするようになる

融資取引の際に
調達の可能性が広がる

過度なリスクテイク
が抑制される

経営者として経営を行っていく
上での責任、覚悟を持つ

＜プラス面＞

25%

35%

45%

51%

金融機関への適時・適切な
情報提供を控えるようになる

新規融資などの新たな
信用供与が受けにくくなる

早期の事業再生への着手が
遅れてしまう

前向きな投資や事業展開が
抑制されてしまう

＜マイナス面＞

（注）影響があると回答した割合は、「かなり影響がある」、「それなりに影響がある」と回答した者の割合の和。
調査対象は、地域銀行をメインバンクとする中小・小規模企業で有効回答数は、9,371社（選択肢ごとに変動あり）。調査時期は2019年3月。

（出所）金融庁「金融機関の取組みの評価に関する企業アンケート調査」（2019年11月）より作成。

経営者保証の提供に伴う影響（事業者アンケート）

この間、経営者保証に関する統計調査をみると、失敗時のリスクが大きいために起業をためらう起業関心層の

うち、８割が「借金や個人保証を抱えること」を懸念するとの結果が出ており、経営者保証を求める融資慣行が

起業意欲の阻害要因となっている可能性がある（コラム2-2-4②図）。

コ ラ ム
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コラム 2-2-4②図 起業関心層が考える失敗時のリスク

83%
77%

69%

55%

事業に投下した
資金を失うこと

借金や個人保証を
抱えること

安定した収入を
失うこと

家族に迷惑を
かけること

（注）調査時期は2019年9月。上位4項目を抽出。n=252（まだ起業していない理由として、「失敗したときのリスクが大きい」と回答した人に尋ねた設問）。
（出所）日本政策金融公庫総合研究所「2019年度起業と起業意識に関する調査」より作成。

起業関心層が考える失敗時のリスク

こうした中、2022年10月28日に閣議決定された「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」では

「個人保証に依存しない融資慣行の確立に向けた施策を年内に取りまとめる」ことや「創業時に信用保証を受ける

場合に経営者のリスクを軽減するために個人保証を不要とする等の制度の見直しを図る」ことが明記された。

これらの状況を踏まえ、経済産業省、金融庁、財務省は「経営者保証改革プログラム」を公表し、経営者保証

に依存しない融資慣行の確立を加速していく方針を打ち出した。以下では、スタートアップ・創業に関する新た

な施策について解説する。

スタートアップを含む創業者・起業者（以下「創業者」という。）の輩出・育成は、日本経済のダイナミズムと

成長を促し、社会的課題を解決する鍵である。しかしながら、起業をためらう要因として前述したように「借金

や個人保証」があることを勘案すると、経営者保証を求める融資慣行が起業意欲の阻害要因となっている可能性

がある。

こうした中、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」（2022年６月７日閣議決定）及び前掲の総合

経済対策を踏まえ、経営者保証を不要とする創業時の新しい信用保証制度として、「スタートアップ創出促進保証

制度」を創設し、2023年３月15日より取扱いを開始した。この新制度により創業融資の促進とともに創業者の増

加を図り、さらには経営者保証に依存しない融資慣行の確立につなげていきたいと考えている。

この「スタートアップ創出促進保証制度」は、現行の「創業関連保証」と同様に保証限度額3,500万円、保証期

間10年以内といった制度設計を基に、経営者保証を不要として取扱う制度としていることが特徴であるが、経営

者保証を不要とするに当たって、（１）保証料の上乗せ、（２）自己資金要件の設定（保証申込受付時点に税務申

告１期未終了の創業者に限る）、（３）融資後における中小企業活性化協議会による創業者のガバナンス向上に向

けた支援の三つの条件を新たに設けている。

上記のほか、保証申込金融機関において、同時にプロパー融資を実行する又はプロパー融資の残高がある場合

は、相応の信用力・事業性を有するものと考え、元金据置期間を通常１年以内のところを３年以内とする取扱い

も認めている。
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なお、必要に応じて経営者保証を徴求している現行の創業関連保証を選択することも可能であり、創業者の資

金調達時のニーズによっての使い分けも想定している。

このほか、創業時に限らず、保証料の上乗せにより、経営者が経営者保証の提供の有無を選択できる制度を実

施すべく検討を行っている。こうした施策を着実に実行することで、創業を促す環境を整備していきたいと考え

ている。

Ⅱ-214 2023 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

変革の好機を捉えて成長を遂げる中小企業第２部



④創業時における差別化の重要性

第２部第１章第１節で確認したように、企業が
成長していく上では、差別化を行い、競合他社の
少ない市場へ進出していくことが重要となる。こ
こでは、創業時における差別化の取組状況と、そ
の後の企業の成長との関係等について確認してい

く。
第2-2-74図は、創業時に実施した差別化の取
組内容を確認したものである。これを見ると、
「製品・サービスの高機能化」、「類似のない新製
品・サービスの開発」と回答する企業の割合が高
いことが分かる。

第2-2-74図 創業時に実施した差別化の取組内容

53.1%

38.5%

17.2%

14.5%

12.3%

12.0%

11.0%

6.0%

5.6%

3.9%

9.1%

創業時に実施した差別化の取組内容
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次に、第2-2-75図は、創業時に実施した差別
化の取組内容別に見た、売上高成長率の分布を見
たものである。これを見ると、「EC等の新たな販
売方法の導入」、「価格帯で差別化された製品・
サービスの販売」のほかに、「特定顧客向け製

品・サービスの開発」や「用途・デザイン・操作
性で差別化された製品の開発」といった取組にお
いて、売上高成長率の高い企業の割合が多くなっ
ていることが分かる。

第2-2-75図 創業時に実施した差別化の取組内容別に見た、売上高成長率の分布

15.1%20.8%26.4%37.7%

17.6%24.9%21.5%36.1%

24.8%22.1%22.1%30.9%

21.6%25.3%28.4%24.7%

28.1%19.8%22.2%29.9%

22.2%27.6%25.3%24.9%

25.1%26.9%24.8%23.2%

23.5%28.6%26.5%21.4%

27.6%25.0%21.1%26.3%

24.4%31.7%18.3%25.6%

24.4%31.7%26.0%17.9%

創業時に実施した差別化の取組内容別に⾒た、売上⾼成⻑率の分布
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続いて、第2-2-76図は、創業時の差別化の取
組の有無別に、売上高成長率と従業員数増加率の
分布を見たものである。これを見ると、差別化に
取り組んでいた企業は、取り組んでいなかった企

業と比べて、売上高成長率と従業員数増加率の高
い企業の割合が多いことが分かる。差別化に取り
組むことは、創業後の成長の観点で重要である可
能性が示唆される。

第2-2-76図 創業時の差別化の取組の有無別に見た、売上高成長率・従業員数増加率の分布

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の起業・創業に関する調査」
（注）1.売上⾼成⻑率は、創業時からの営業年数別に、2021年時点までの売上⾼の伸びが⾼い企業を上位から25%ごとに、
４区分に分類し、「⾼」、「やや⾼」、「やや低」、「低」として集計している。
2.従業員数増加率は、創業時からの営業年数別に、2022年時点までの従業員数の伸びが⾼い企業を上位から25%ごとに、４
区分に分類し、「⾼」、「やや⾼」、「やや低」、「低」として集計している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた (n=1,421)

取り組んでいなかった (n=743)

18.4%27.8%27.4%26.3%

17.5%35.0%26.1%21.4%

②従業員数増加率の分布

⾼ やや⾼ やや低 低

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた (n=1,421)

取り組んでいなかった (n=743)

23.5%25.6%24.6%26.2%

24.8%31.0%25.2%19.1%

①売上⾼成⻑率の分布

創業時の差別化の取組の有無別に⾒た、売上⾼成⻑率・従業員数増加率の分布
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第2-2-77図は、創業時における差別化の取組
の有無別に、創業計画の記載状況を、前述の七つ
の項目それぞれについて確認したものである。こ
れを見ると、「競合他社と比較した事業の強み」
や「自社が対象とする市場規模の把握」といった
項目において、差別化に取り組んでいた企業が取

り組んでいなかった企業と比べて、創業計画の記
載状況の差が大きくなっていることが分かる。創
業時に差別化の取組を行った企業においては、自
社の立ち位置や、市場や外部環境の把握を行い、
それを創業計画に反映している様子がうかがえ
る。

第2-2-77図 創業時の差別化の取組の有無別に見た、創業計画の項目別記載状況

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の起業・創業に関する調査」

創業時の差別化の取組の有無別に⾒た、創業計画の項⽬別記載状況

取り組んでいた (n=837)
取り組んでいなかった (n=287)

12.5%33.6%41.0% 8.6%
17.8%13.2%31.7%32.1%

①販売先や仕⼊先

取り組んでいた (n=840)
取り組んでいなかった (n=290)

38.2%40.7% 8.8%9.6%
17.9%12.1%37.9%28.3%

②資⾦繰り計画

取り組んでいた (n=835)
取り組んでいなかった (n=288)

10.7%16.6%34.7%32.0%
23.6%14.6%26.0%25.0%10.8%

⑥競合他社と⽐較した事業の強み

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいた (n=835)
取り組んでいなかった (n=286)

10.3%16.8%37.4%31.4%

21.7%22.4%33.6%13.3% 9.1%

⑦⾃社が対象とする市場規模の把握

⼗分当てはまる
ある程度当てはまる

あまり当てはまらない
全く当てはまらない

分からない

取り組んでいた (n=833)
取り組んでいなかった (n=283)

13.8%37.0%36.9% 9.8%
21.2%19.1%36.4%18.0%

④説得性のある創業動機

取り組んでいた (n=831)
取り組んでいなかった (n=287)

16.5%33.7%35.3% 9.7%
22.6%17.4%31.0%18.8%

⑤経営者の経歴における強み

取り組んでいた (n=834)
取り組んでいなかった (n=288)

10.7%40.6%38.4% 8.4%
19.4%12.8%43.4%20.1%

③事業の⾒通し及びその根拠
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以上、ここまで創業時における差別化の取組に
ついて確認した。差別化には様々な方法が考えら
れるが、創業時にはそれぞれの企業の状況に応じ
た競合や市場の把握等をした上で、取り組んでい
くことの重要性を確認した。

事例2-2-12は、今後の計画に自社の強み等を
反映させる過程でブラッシュアップを重ね、資金
調達の実現に至り、その後も成長を続けている企
業の事例である。
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支援機関からの助言を仰いだ事業計画策定により
資金調達を実現し、その後の成長につなげた企業

所 在 地 東京都中央区
従業員数 30名
資 本 金 3,000万円（資本準備金含む）
事業内容 情報サービス業

株式会社アイエクセス

▲

自社開発のAIで、医学・医療分野の進展に貢献
東京都中央区の株式会社アイエクセスは、AIなどの先端技術開発事業及びSI事業を営む企業である。「IT技術の側面から
医学・医療分野に対して、病などで苦しむ人を少なくすることで社会貢献したい」という思いから、2017年４月に代表取
締役社長の山﨑邦利氏が自己資金で創業した。同社が開発した「InTreS®（イントレス）」は、強力な自然言語処理エンジン
を搭載したAIで、文章データを高速処理し、可視化する技術である。人間には到底読み尽くせない、分散する膨大な量の医
学論文を一瞬で読み解いて分析し、情報をグルーピングの上、マップ化する。これにより、研究効率の向上（特定の病に関
する研究結果の概要把握、医学研究に関するトレンドの早期把握、次のステップの研究移行へのサポート、早期の研究成果
の発現など）が期待できる。こうした利便性や将来性に着目し、創業前から開発を続けてきた。他方、創業以降に開発のス
ピードや精度を上げるには、外部からの資金調達が重要と認識していた。

▲

事業計画をブラッシュアップし、外部からの資金調達を実現
「InTreS®」の開発を進めるためには、開発資金を捻出しつつ、会社を存続させるスキームの構築が重要と山﨑社長は考え
た。そこで間接金融である銀行などの融資を得るために、新たにエンジニアを採用し、すぐに売上が立つSI事業を開始。堅
実な売上を月々に計上できる安定した基盤を築くことで銀行からの融資を実現した。資金調達のために重要な事業計画は、
当初山﨑社長が一人で考案したが、自己資金の充当状況や、堅実な売上による資金繰りの安定性を計画に落とし込み、各種
機関のアドバイスをうまく盛り込むことでブラッシュアップした。並行して直接金融であるベンチャーキャピタルからの出
資も画策し、ホールディングスとしてはトータルで１億円以上の資金を調達。山﨑社長は「資金調達において事業計画の策
定はとても重要。各種機関のアドバイスは的確で有効なので、積極的に活用した方が良いと考えます。一方で、特にベン
チャーキャピタルから資金を調達する際には、確度の高い事業計画を作成した上で、事業に対するパッション（情熱）や事
業をやり抜くという意志の強さを伝えることが大切です。」と言う。

▲
世界での展開を目標にビジネスを展開中

2022年10月には、「令和４年度東京都経営革新優秀賞」において、同社の「AIを利用した医学医療プラットフォームの
開発と展開」が最優秀賞を受賞。客観的な高評価を獲得したことで、金融機関や取引先からの信用をより得られやすくなっ
た。今後は世界規模でビジネスを展開すべく、日本のほか米国、欧州、中国、台湾で国際特許等の知的財産権を取得してい
る。さらに、現在は医学・医療分野で導入されている「InTreS®」を特許や法律等の別のフィールドに展開する計画もあり、
ビジネスの拡大に向けた準備も進行中だ。山﨑社長は、「創業時から、日本発の世界に向けたイノベーションを巻き起こし
たいという想いで続けてきた。これからも、当社の技術で社会全体に貢献していきたい。」と語る。

事 例
2-2-12

山﨑邦利代表取締役社長 オフィスの風景 東京都経営革新優秀賞において最優秀賞を
受賞
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３．起業・創業後の取組
前項では創業に向けた取組について確認してき
た。本項では、起業・創業後に着目していく。
中小企業白書（2013）では、企業の成長初期、
安定拡大期における課題として質の高い人材確保
が挙げられており25、創業以降も成長段階に応じ
た人材の確保を進めていくことが重要であると指
摘している。また、企業は、創業時に持つ競争優
位を、その後も持続できるとは限らず、自社の
ポートフォリオを再構成する能力が重要ともいわ
れていることから26、ここでは、人材の確保状況
や経営者の強み・能力の変化、事業計画の見直し

の状況、外部環境の変化への対応状況について確
認する。
第2-2-78図は、各成長段階において確保でき

た重要度の高い人材について見たものである。こ
れを見ると、いずれの段階においても、「経営者
を補佐する右腕人材」と「営業・販売に長けた人
材」の重要度が高く、成長段階が進むにつれて、
その割合が高まっていることが分かる。また、そ
れ以外の人材についても全般的に割合が上昇して
いることから、成長段階に応じて多様な人材を確
保していくことの重要性が示唆される。

第2-2-78図 各成長段階における、確保できた重要度の高い人材

44.0%

30.6%

29.5%

23.8%

22.3%

16.8%

16.3%

16.1%

15.4%

11.1%

8.9%

8.1%

　　　　　　　　　　　　　　　　①創業期

48.8%

36.2%

32.3%

29.2%

29.6%

21.8%

17.4%

22.0%

19.4%

14.5%

12.6%

5.6%

②成⻑初期

52.5%

41.2%

35.8%

35.0%

36.5%

29.5%

31.7%

28.1%

25.2%

22.8%

19.6%

5.6%

③成⻑初期以降

各成⻑段階における、確保できた重要度の⾼い⼈材

 25 2013年版中小企業白書　第２部第１章第３節を参照されたい。
 26 加藤（2022）
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第2-2-79図は、経営者が身につけている能
力・強みについて、創業時と現在時点で比較した
ものである。能力・強みの内容について、創業時
から現在にかけて「持っている」と回答した割合
は全ての項目で増加していることが分かる。創業
以降において、経営者が各能力・強みを身につけ
るよう取組を行っている様子がうかがえる。ま
た、増加割合が大きい上位の項目について着目す
ると、「決算書などの計数管理能力」、「税務・法

務等各種手続き等の実務能力」、「経営について相
談できるネットワーク」、「事業計画の策定能力」
の順に高くなっていることが分かる。特に、社内
の計数管理や税務・法務等の能力、事業計画の策
定に対する能力や、外部に経営課題について相談
するネットワークについて、その重要性を経営者
が認識し、獲得に向けて取り組んでいることが示
唆される。

第2-2-79図 創業時と現在における、経営者が身につけている能力・強みの比較

②現在
95.9%

88.7%

86.9%

83.1%

80.6%

78.6%

78.5%

78.2%

76.4%

70.2%

58.7%

57.1%

49.7%

49.0%

①創業時
79.3%

76.8%

63.8%

55.3%

65.4%

55.0%

50.5%

64.5%

39.6%

52.3%

45.0%

25.1%

33.2%

28.2%

創業時と現在における、経営者が⾝につけている能⼒・強みの⽐較
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感染症流行の影響に伴い、事業計画の見直しを
行った事業者も多く見られるなど27、創業以降に
おいても外部環境の変化等により、当初の計画ど
おりに事業が進まないことも考えられる。こうし
た観点から、ここでは外部環境の変化への対応状
況について確認する。
第2-2-80図は、定期的な事業計画の見直しの

頻度別に見た、外部環境への対応状況を見たもの
である。頻度が高いほど、「十分対応できている」
と「ある程度対応できている」と回答する合計の
割合が高いことが分かる。このことから、不確実
な環境の変化に対応して事業を継続できるように
するには、想定していた事業計画を見直す必要が
あることが示唆される。

第2-2-80図 定期的な事業計画の見直しの頻度別に見た、外部環境への対応状況

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業の起業・創業に関する調査」

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⽉ごとに⾏っている (n=241)

四半期ごとに⾏っている (n=302)

半年ごとに⾏っている (n=316)

1年ごとに⾏っている (n=633)

1年ごとより低い頻度で
⾏っている (n=170)

61.8%26.6% 9.1%

11.9%68.2%18.9%

14.2%74.1%

15.5%71.7%11.5%

26.5%57.6%12.4%

定期的な事業計画の⾒直しの頻度別に⾒た、外部環境への対応状況

⼗分対応できている ある程度対応できている あまり対応できていない 全く対応できていない

10.1%

以上、ここまで創業以降における重要な取組に
ついて見てきた。人材面では、企業の成長段階に
応じて必要な人材が多様化していく様子が確認さ
れた。経営者自身が身につけている能力・強みに
ついて着目すると、創業時と現在時点を比較し
て、全ての内容で増加している様子が確認され、
経営において必要な内容を経営者が認識し、獲得
に向けて取り組んでいる様子が示唆された。ま
た、事業計画の見直しについては、高い頻度で実

施することで、外部環境の変化に対応できる可能
性が高まることを確認した。必要な人材を確保し
つつ、経営者自身の能力を高めながら、企業の状
況把握をしっかりと行うことが、長期的な経営に
つながる可能性が示唆される。
最後に、事例2-2-13では、外部環境等の変化
に伴い経営が厳しくなったものの、経営者の事業
転換を行う判断により、業績の回復・成長を遂げ
ている企業を紹介する。

 27 2022年版小規模企業白書　第２部第１章を参照されたい。
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創業後、外部環境の大きな変化に直面するも、
柔軟な経営により事業転換を図り、その後も成長を
続けている企業

所 在 地 岡山県倉敷市
従業員数 ６名
資 本 金 200万円
事業内容 インターネット 

附随サービス業

株式会社Orb

▲

就業経験をいかし、創業以降売上げを伸ばすも、困難に直面する
岡山県倉敷市の株式会社Orbは、システム制作とウェブサイト構築を行う企業である。代表取締役社長の河井七美氏が、
前職のネット通販業務で培った経験をいかして2013年に創業。ECモールに出店するネットショップを運営し、主に日用雑
貨や化粧品などを販売。他社商品等のデータを自動収集し、売れ筋の商品を予測する同社独自のシステムを構築し、順調な
経営を続けていた。ところが、2017年頃から大手企業がEC市場に次々と参入し競争が激化。運送費の値上げの影響も重
なったことで利幅も減少していった。さらに、2018年には西日本豪雨の被害による発送の遅延で、EC運営事業者からペナ
ルティーを受け、ネットショップ２店舗が閉鎖に追い込まれた。2019年には赤字に転じ、資金繰りにも影響が生じること
となった。

▲

つなぎの経営を進める中で、事業転換に向けて動き出す
河井社長は、中小企業家同友会に参加し経営者としての学びを深めており、日次での売上高や利益の推移の把握と月次で
の業務の棚卸しに努めていた。当時の状況から脱却するためにも、新しい分野に経営のかじを切る必要性を認識していた。
そこで、会社の存続と業績の回復を図るため、従来のEC事業を縮小する一方、他社から依頼のあったウェブページの制作
を拡大することで、EC事業の売上減少分を補った。また、自社で対応できる案件を洗い出し、利幅を確保できるものや、
将来的な受注の見込みがあるものを絞り込んで優先的に対応。こうした取り組みを経て、これまで培ってきたネット通販の
ノウハウを最大限に活用するとともに、システム開発とウェブ制作を含めた幅広いサービスを新しい事業の柱とする決断に
至った。事業転換を行うに当たっては、システム開発やウェブ構築に関する新しい能力を従業員が習得していくことが重要
なポイントであった。そこで、従業員には事業転換の背景や方向性を説明した上で、雇用調整助成金を活用し、新しい事業
に対応できるようスキルアップを促した。その間、河井社長はよろず支援拠点での活動に注力し、そこでの成果や仕事ぶり
を見た経営者仲間から新規事業の仕事の依頼が来るようになり、新たな顧客を獲得していった。

▲
諦めずに考え抜くことで事業転換を果たし、業績の回復を実現
従業員のスキルアップや河井社長のトップセールスが功を奏し、データを活用した販売戦略のアドバイスなども手がける
ようになった結果、取組開始初年度で黒字化を達成。外部環境の変化によって厳しい状況に置かれながらも、経営の危機を
早めに察知し、柔軟に経営方針を見直したことが、同社の成長につながっている。「諦めずに考え抜くことはとても大事だ
と実感した。創業当初から参加している中小企業家同友会では、他業種の経営者とも交流を深めており、毎月経営の動向を
報告し合いながら、アドバイスを頂く機会を設けている。これからも、IT技術とアイデアで中小企業に寄り添い、課題解決
に携わりながら成長し続けたい。」と河井社長は語る。

事 例
2-2-13

河井七美代表取締役社長 中小企業家同友会では経営者仲間からアドバ
イスももらう

事業転換するにあたり従業員へのスキルアッ
プも促した
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第3節　まとめ

本章では、企業の新たな担い手となる後継者や
起業・創業者の取組について分析を行った。
第１節では、事業承継前後における後継者の取
組やM＆Aで期待した成果を出すための取組に
ついて分析した。まず事業承継の動向を概観した
後、事業承継実施企業は同業種平均と比較して企
業パフォーマンスが高い傾向にあり、事業承継は
企業にとって成長の機会であることを示唆した。
次に後継者の準備や先代経営者の事業承継後の関
与について分析し、先代経営者から経営を任せら
れるよう、自社の経営資源・財務状況の理解等を
通じて、経営者としての意欲や能力を示すこと
や、先代経営者の事業承継後の役割等を検討して
おくことの重要性を指摘した。
また事業承継を契機とした後継者の取組を分析
し、後継者が事業承継を機に従業員の自主性を高
めることや、事業再構築に新たに挑戦することが
企業の成長につながる可能性を示唆した。従業員
の自主性の向上に当たっては、従業員に対して経
営理念といった経営の方向性を示す取組や権限委
譲を進める取組などの有効性を指摘した。また事
業再構築を行う際には、先代経営者が後継者へ経
営を任せる意識を持つ一方で、後継者は早期の段
階から事業再構築の検討に着手しつつ、従業員か
ら信認を得ることや、自社の強みを認識・活用す
ることの重要性を確認した。
さらにM＆A成立前後の取組についても分析
を行い、M＆A成立前の早期の段階からPMIを
検討することや、買い手企業と売り手企業双方で
M＆Aの目的や戦略を明確化することの重要性
を指摘した。
事業承継やM＆Aは企業の挑戦や成長を促す
転換点といえる。事業承継やM＆Aを通じて、

後継者が新しい挑戦へ果敢に取り組み、企業の更
なる成長・発展につなげていくことを期待したい。
第２節では、まず起業・創業を取り巻く環境に

ついて概観し、雇用創出という観点では、社齢の
若い企業の貢献度は高く、起業の重要性が高いこ
とを確認した。また、起業の際には様々な課題に
も直面し得るが、目的ややりがいを持って事業を
立ち上げている背景があり、こうした経営者の目
的等を達成するために、起業を促進させることは
重要であるといえる。
また、起業・創業までに経営者において重要な

能力・強み等についても確認した。能力・強みを
多く獲得するほど、その後、企業が成長している
様子が確認され、同業での就業経験に基づき、知
識やノウハウをいかしていくことの重要性を確認
した。創業時の人材面での分析については、人材
の人数・能力のそれぞれにおいて、創業時の獲得
状況が、その後の企業の成長に影響を与えること
も確認でき、経営者のつながり等を有効活用する
ことの重要性も確認した。さらに、開業時の資金
調達に際しては、開業資金の規模が大きいほど、
その後の企業の成長に影響をもたらすことが確認
された。外部からの資金調達に際しては、創業計
画の記載状況が重要で、自社の強みを明らかにす
るとともに、競合や市場の把握等を創業時に取り
組むことの有効性を確認した。
重要度が高い必要な人材については、企業の成
長段階における推移を確認し、経営者自身も、創
業以降から現在にかけて身につける能力・強みを
増やすことの重要性を確認した。また、事業計画
の見直しについても、高い頻度で実施することで、
外部環境の変化に対応し得ることを確認した。
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